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「第２期岩手県スポーツ推進計画」の策定について 

１ 計画の策定方針について  

⑴ 計画策定の趣旨

スポーツ基本法に基づく「地方スポーツ推進計画」である

「岩手県スポーツ推進計画（2019年度～2023年度）」が令和５

年度までの計画期間となっていることから、次期計画（2024

年度～2028年度）を策定する。 

⑵ 計画期間

2024（令和６）年度から2028（令和10）年度の５年間とする。

⑶ 計画の構成等

現行の岩手県スポーツ推進計画の構成等を基本とし、国の

「第３期スポーツ基本計画」（令和４年３月策定）及び「い

わて県民計画（2019～2028）」第２期アクションプラン（令和

５年３月策定）を踏まえた内容とする。 

２ 計画について

１の策定方針に基づき、以下の内容とする。 

⑴ 第１章 計画策定の考え方

「１ 計画の趣旨」、「４ スポーツの意義」に以下の内

容を追加するとともに、新たに、５、６の項目を追加する。 

１ 計画の趣旨 

・ 大規模大会や本県出身のアスリートの国内外での目覚

ましい活躍を契機としたスポーツ振興の必要性

・ 新型コロナウイルス感染症の影響

４ スポーツの意義 

・ 新型コロナウイルス感染症の影響

５ 現状と課題 

６ 国の第３期スポーツ基本計画の概要 

次ページに続きます。 
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⑵ 第２章 目指す姿・施策の基本的な方向

⑴から⑷の施策の柱に、以下の内容を追加するとともに、新

たに３の項目を追加する。 

２ 施策の基本的な方向 

⑴ ライフステージに応じて楽しむ生涯スポーツの推進

・ 総合型地域スポーツクラブの活性化や運動部活動の地

域移行の促進に向けた取組

⑵ 共生社会型スポーツの推進

・ インクルーシブスポーツの創出等による、スポーツへ

の参画機会の拡大

⑶ 国際的に活躍する競技スポーツの推進

・ 中長期的な視点に立った育成の取組及び最新技術やス

ポーツ・インティグリティに基づく指導者の育成

⑷ 地域を活性化させるスポーツの推進

・ 県内のトップ・プロスポーツチームと県民との一体感

の醸成を図る等の地域活性化に向けた取組

３ 多様な主体との連携 

幅広い分野に関わるスポーツ施策を展開していくため、市

町村やスポーツ関係団体など、多様な主体との連携が必要で

あること。 

また、ＤＸの推進など、新たな取組を一層進めることで本

県のスポーツ施策をより効果的に推進していくことが重要

であること。 

⑶ 第３章 スポーツ推進の施策展開

新たに推進する主な取組として、次の項目について記載する。 

１ ライフステージに応じて楽しむ生涯スポーツの推進 

〇 地域クラブ活動への移行に向けた取組の推進 

〇 スポーツデータを活用した健康増進の拠点づくりに

向けた取組の推進 

〇 「いわてスポーツプラットフォーム」の意見等を踏ま

えたスポーツ振興の推進 

〇 県営スポーツ施設等の予約システムの利用促進 

２ 共生社会型スポーツの推進 

〇 インクルーシブスポーツへの関心の高まりを契機と

した取組の推進 

〇 スポーツ施設のユニバーサルデザイン化等障がい者

が利用しやすい環境の整備の促進 

  ３ 国際的に活躍する競技スポーツの推進 

〇 「いわてスーパーキッズ」におけるタブレット端末等

を活用したアスリート育成の推進 

〇 中長期的な視点に立ったジュニア期からの競技力向

上の推進 

〇 映像データ分析等デジタル技術を活用した競技力向

上の推進 

〇 スポーツデータを活用し、効果的なトレーニングに結

び付けるための拠点づくりに向けた取組の推進 

〇 スポーツ団体等の女性役員の登用など、女性がスポー

ツをしやすい組織づくりに向けた取組の推進

４ 地域を活性化させるスポーツの推進 

〇 東京2020大会を契機とした被災地でのスポーツ交流

による本県の魅力発信と震災伝承の取組推進 

次ページに続きます。 
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⑷ 第４章 計画の推進・進行管理

第２期アクションプランに合わせ、「国民体育大会天皇杯順

位」から「全国大会入賞競技団体数」に指標を変更し、それ以

外の指標については、現計画と同様とする。 

目標値については、第２期アクションプランと同様の考え方

で2028年度まで設定する。 

なお、次期アクションプラン策定時（2026年度）に必要に応

じて計画の指標を見直すこととする。 

３ 第２期計画策定スケジュールについて

 Ｒ5.6 第１回審議会へ諮問 

Ｒ5.10～市町村・スポーツ関係団体意見照会  

Ｒ5.11 第２回審議会へ「計画素案」説明 

Ｒ5.12 12月議会常任委員会へ「計画素案」報告 

Ｒ5.12 教育委員会協議会へ「計画素案」説明 

Ｒ5.12～パブリック・コメント（1か月以上） 

Ｒ6.2 第３回審議会へ「計画案」説明 

Ｒ6.3 スポーツ推進審議会からの答申

Ｒ6.3 ２月議会常任委員会へ「計画案」報告 

Ｒ6.3 計画策定 

施策の柱 指標名 
現状値 

(2022) 

年度目標値 計画目標値 

（2028） (2024) (2025) (2026) (2027) 

ライフステー

ジに応じて楽

しむ生涯スポ

ーツの推進 

週１回以上のス

ポーツ実施率（20

歳以上） 64.7％ 

(2023) 

68.2％ 

(2024) 

69.1％ 

(2025) 

70.0％ 

(2026) 

70.9％ 

(2027) 

71.8％ 

体力・運

動 能 力

が 標 準

以 上 の

児 童 生

徒 の 割

合 

小５ 

男子 
65.0% 70.0% 70.0% 70.0% 70.0% 70.0% 

小５ 

女子 
77.1％ 80.0％ 80.0％ 80.0％ 80.0％ 80.0％ 

中２ 

男子 
73.6％ 75.0％ 75.0％ 75.0％ 75.0％ 75.0％ 

中２ 

女子 
88.4％ 90.0％ 90.0％ 90.0％ 90.0％ 90.0％ 

共生社会型ス

ポーツの推進 

障がい者スポー

ツの教室大会の

参加人数[累計]

9,259 人 14,290 人 16,920 人 19,610 人 22,360 人 25,170 人 

国際的に活躍

する競技スポ

ーツの推進 

本県関係選手の 

日本代表選出数 

[累計] 

98 人 151 人 179 人 207 人 235 人 263 人 

国民体育大会天皇杯順位

全国大会入賞競 

技団体数［累計］ 

50 団体 110 団体 140 団体 170 団体 200 団体 230 団体 

地域を活性化

させるスポー

ツの推進

スポーツ大会・合

宿・イベント参加

者数［累計］

446 千人 626 千人 754 千人 896 千人 1,052 千人 1,222 千人 
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1

「第２期岩手県スポーツ推進計画（2024～2028）」の概要
(1) 国において、2022年３月に第３期スポーツ基本計画を策定
(2) 2019年ＲＷＣ釜石開催、2022年日本スポーツマスターズ等の大規模大会開催のレガシーの継承
(3) 本県出身のスポーツ選手の海外での活躍による、県民のスポーツ機運の高まり

(1) 国において、2022年３月に第３期スポーツ基本計画を策定
(2) 2019年ＲＷＣ釜石開催、2022年日本スポーツマスターズ等の大規模大会開催のレガシーの継承
(3) 本県出身のスポーツ選手の海外での活躍による、県民のスポーツ機運の高まり１策定の趣旨

スポーツの推進により、県民の幸福で豊かな暮らしが実現するよう、
県民をはじめ市町村やスポーツ関係団体等と連携・協働し、県が総
合的かつ計画的に取り組む施策を示すもの

２計画の位置付け (1) 「いわて県民計画（2019～2028）」第2期アクションプランに示している目標や取組等を具体化する個別計画
(2) スポーツ基本法第10条に基づく「地方スポーツ推進計画」
(1) 「いわて県民計画（2019～2028）」第2期アクションプランに示している目標や取組等を具体化する個別計画
(2) スポーツ基本法第10条に基づく「地方スポーツ推進計画」

2024年度から2028年度(５年間)2024年度から2028年度(５年間)

１目指す姿
スポーツの推進による県民誰もが健やかで輝く岩手の創造スポーツの推進による県民誰もが健やかで輝く岩手の創造

主な取組内容

■ 希望郷いわて 元気・体力アップ60
運動

■ 超人スポーツの創出、体験会の実施
■ 総合型地域スポーツクラブの活性化
■ 適切な部活動指導体制の推進
■「健康経営」の取組促進
■ スポーツ医・科学の知見を活用した健
康運動の指導

■ 地域スポーツを支える人材の育成（ス
ポーツ推進委員、スポーツボランティ
ア等）

■ スポーツ団体のコンプライアンスの徹
底、ガバナンスの強化

■ 「スポーツ推進プラットフォーム」の
構築

■ 県営スポーツ施設の計画的な維持管理、
修繕、更新

３計画の期間

2019 2021 2022 2023 2024～ 2028

第２期岩手県スポーツ推進計画

2019年
ラグビーワールド
カップ釜石開催

2020年
東京

オリパラ

2022年
北京

冬季オリパラ

ライフステージに応じて
楽しむ生涯スポーツの推進

１

(1)スポーツ参画人口の拡大
①スポーツを楽しむ機会の充実

②総合型地域スポーツクラブの充実

・指導者の確保や資質向上等に向けた取組の支援

③スポーツを通じた健康増進

・スポーツデータを活用した健康づくりの拠点

づくりに向けた取組の推進

・「レッツ！ぺっこトレ」等による健康づくり等

(2)子どものスポーツ機会の充実
①学校体育の充実

②運動部活動の充実

・休日における地域の環境整備の推進

③地域における子どものスポーツ機会の充実

・地域クラブ活動への移行に向けた取組の推進

(3)成人のスポーツ機会の充実
①働く世代のスポーツ参画人口の拡大

②高齢者のスポーツ参画機会の充実

(4)スポーツに関わる多様な人材の確保・育成
①地域スポーツを支える人材の育成

②スポーツボランティアの養成の促進

③スポーツ団体の組織・連携体制の強化

・「いわてスポーツプラットフォーム」の意

見を踏まえたスポーツ振興の推進

④スポーツ功労者の表彰の実施

(5)スポーツを楽しむ環境の整備
①県有スポーツ施設のストックの適正化

・あり方検討を踏まえ次期個別施設計画の策定

②地域スポーツ資源の有効活用・利用促進

・県営スポーツ施設等の予約システムの利用促進

共生社会型スポーツの
推進2

(1)障がい者スポーツ等の推進
①障がい者のスポーツやその他のスポーツの参画
機会の充実

・県障がい者スポーツ大会、各種スポーツ教

室等への開催や全国障害者スポーツ大会へ

の選手派遣

・教員の資質向上、体育の授業改善等による、

児童生徒の運動習慣の定着化

・インクルーシブスポーツへの関心の高まり

を契機とした取組の推進

②障がい者がスポーツを楽しむ環境の整備

・公認パラスポーツ指導員の養成研修の実施

・スポーツ施設のバリアフリー化等障がい者

が利用しやすい環境の整備の促進

(2)高齢者スポーツの推進（再掲）
①高齢者のスポーツ参画機会の充実

・ねんりんピックへの選手団派遣及びいわて

ねんりんピックの開催支援

②スポーツを通じた健康増進

・スポーツ医・科学の知見を生かした健康づ

くりの拠点づくりに向けた取組

(3)スポーツにおける女性の活躍推進
①女性のスポーツ参画機会の充実

・市町村や総合型クラブ等のスポーツ教室や

プログラムの多様化の促進

②女性がスポーツを楽しむ環境の整備

・アスレティックトレーナー、いわてアスレ

ティックトレーナーの活用

国際的に活躍する
競技スポーツの推進3

(1)アスリートの発掘・育成
①次世代アスリートの発掘・育成

・「いわてスーパーキッズ」におけるタブレッ

ト端末等を活用したアスリート育成の推進

・中長期的な視点に立ったジュニア期からの競

技力向上の推進

②国内外で活躍するアスリートの育成

③アスリートが競技生活を継続できる環境の整備

・「岩手スポーツアスリート無料職業紹介所」

によるアスリートの県内就職の推進

④スポーツ優秀選手の表彰

(2)競技力向上を支える人材の育成
①指導者の資質向上

・全国で活躍する指導者との連携

・映像データ分析等デジタル技術を活用した競

技力向上の推進

②アスリートのサポート人材の育成

(3)競技力向上を支える環境の整備
①スポーツ医・科学、情報等を活用した支援

・スポーツデータを活用し、効果的なトレーニング

に結び付けるための拠点づくりに向けた取組の推進

・アスレティックトレーナー、いわてアスレティックト
レーナーの活用

②競技団体の組織強化

・スポーツ団体等の女性役員の登用等、女性がス
ポーツをしやすい組織づくりに向けた取組の推進

地域を活性化させる
スポーツの推進4

(1)地域の活力につながるスポーツの推進
①スポーツコミッションやトップ・プロスポーツ
チームと連携した地域活性化の推進

・大会・合宿等の誘致

・トップ・プロスポーツチームによるスポーツ教
室の開催等

・スポーツアクティビティの普及

②大規模スポーツ大会を契機とした人的交流の推進

・「釜石鵜住居復興スタジアム」の利活用等

による地域活性化

・「ラグビー県いわて」の情報発信

・東京2020大会を契機とした、被災地での

スポーツ交流による本県の魅力発信と震災

伝承の取組推進

(2)経済の活性化につながるスポーツの推進
①大規模スポーツイベント等と連携した市場開拓
等への支援

・大規模スポーツイベント等の機会を活用した、
県産農林水産物をはじめとする県産品のＰＲ、
販路拡大等

②トップ・プロスポーツと連携した市場開拓等へ
の支援

③スポーツビジネスの創出・拡大

・各種スポーツ団体等と市町村や民間事業者等と
の連携による新たなスポーツビジネスの創出

・第２期計画に新たに記載する取組

・現計画に記載の取組を拡充する取組

2022年
日本スポーツ

マスターズ岩手大会

2022年
クライミングワールド
カップいわて盛岡

2022年
いわて八幡平
白銀国体

４つの施策の
主な取組内容

新

新

新

新
新

新

新

【多様な主体との連携】市町村やスポーツ関係団体など、多様な主体と連携し、幅広い分野に関わるスポーツ施策の展開やＤＸの活用など新たな取組を推進【多様な主体との連携】市町村やスポーツ関係団体など、多様な主体と連携し、幅広い分野に関わるスポーツ施策の展開やＤＸの活用など新たな取組を推進

新

新

新
拡

新

新

新

拡

拡

拡

拡

拡

新

新
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第１章 計画策定の考え方  

１ 計画策定の趣旨  

  本県では、2019（平成31）年３月に、「スポーツの推進による県民誰もが健やかで輝く岩手の創

造」を基本理念とした「岩手県スポーツ推進計画（2019年度～2023年度）」を策定し、県民一人ひ

とりが健やかでいきいきと暮らすとともに、それぞれの夢や希望が実現し、個性が光る社会の創造

を目指し、生涯スポーツや共生社会型スポーツの推進、競技力向上やスポーツによる地域活性化な

ど、様々な取組を進めてきました。 

  国では、2015（平成27）年10月にスポーツ行政を総合的・一元的に推進する「スポーツ庁」が設

置され、スポーツに関する総合的かつ計画的な推進を図るため、2017（平成29）年３月、「第２期

スポーツ基本計画」が策定され、2022（令和４）年３月には、2022（令和４）年度から2026（令和

８）年度までの５年間の具体的施策等を示した「第３期スポーツ基本計画」が策定されました。 

本県の計画期間中、2019（令和元）年度にはラグビーワールドカップ 2019 岩手・釜石開催、2021

（令和３）年度には、東京 2020 オリンピック聖火リレー・パラリンピック聖火フェスティバル、2022

（令和４）年度には、日本スポーツマスターズ 2022 岩手大会、ＩＦＳＣクライミングワールドカッ

プＢ＆Ｌコンバインドいわて盛岡 2022、いわて八幡平白銀国体が本県で開催され、スポーツによる

感動を直に感じ、県民のスポーツへの関心が高まる機会となったほか、東日本大震災津波からの復

興支援への御礼や復興の情報発信、競技団体や会場市町村及びボランティアとの協働によるおもて

なしなどにより、県民と国内外からの参加者との新たな交流を深めました。 

また、東京 2020 オリンピック競技大会においては、本県ゆかりの選手が過去最多７名、北京 2022

オリンピック・パラリンピック冬季競技大会には、本県ゆかりの選手が過去最多タイの 10 名が

出場し、北京オリンピックにおいては、小林陵侑選手が金銀の２つのメダルを、永井秀昭選手が

銅メダルを獲得するという歴史的快挙が成し遂げられました。更に、2023（令和５）年３月に

開催されたワールドベースボールクラシックでは、本県出身の大谷翔平選手、佐々木朗希選手

が中心メンバーとして活躍し、見事世界一を勝ち取るなど、本県出身の選手による国内外での目

覚ましい活躍が続いており、県民のスポーツに対する機運がかつてないほど高まっており、このよ

うな好機を生かし、より一層、スポーツの振興に取り組む必要があります。 

一方、2020（令和２）年から、新型コロナウイルス感染症が拡大し、多くの大会やイベント、地

域における活動が中止・延期等を余儀なくされ、県民のスポーツ活動に大きな影響を受けました。 

このような状況を打開するため、基本的な感染防止対策を徹底し、無観客開催や入場者数制限、

デジタル技術の活用など、「新しい生活様式」の下、様々な工夫を凝らしながら、スポーツイベン

トや大会を開催するなど、スポーツを通じて日常を取り戻す取組を続けてきました。 

  このような状況を踏まえ、スポーツの推進により、県民の幸福で豊かな暮らしが実現するよう、

県民をはじめ市町村やスポーツ関連団体等と連携・協働し、県が総合的かつ計画的に取り組む施策

を示した「第２期岩手県スポーツ推進計画」を策定します。 

 

 

 

２ 計画の位置付け  

本計画は、「いわて県民計画（2019～2028）」第２期アクションプランに示している目標や取組等

を具体化する個別計画です。 

また、スポーツ基本法第 10 条に基づく「地方スポーツ推進計画」です。 



第１章 計画策定の考え方 

- 2 - 
 

 

３ 計画の期間  

  本計画の期間は、2024（令和６）年度から2028（令和10）年度までの５年間とします。 

 

 

 

４ スポーツの意義  

スポーツ基本法では、「スポーツは、世界共通の人類の文化」であり、「国民が生涯にわたり心身

ともに健康で文化的な生活を営む上で不可欠なもの」であるとともに、「スポーツを通じて幸福で豊

かな生活を営むことは、全ての人々の権利」であると謳われています。 

また、スポーツは、健康増進や青少年の健全育成、地域社会の活性化など、多面的な意義を有し

ています。 

 

(1) 健康増進 

スポーツは、体力の向上、健康増進、精神的な充足感や楽しさ、達成感など心身の健康の保持

増進にも重要な役割を果たすものであり、健康で活力に満ちた長寿社会の実現に不可欠です。 

県民誰もが、障がいのある人もない人も、性別に関わらず、それぞれの関心、適性、ライフス

テージ等に応じて日常的にスポーツを楽しみ、又はスポーツを支える活動に参画することは、県

民の幸福で豊かな暮らしを育む上で極めて大きな意義を有しています。 

 

(2) 青少年の健全育成 

スポーツは、次代を担う青少年の体力を向上させるとともに、他者を尊重しこれと協同する精

神、公正さと規律を尊ぶ態度や克己心を培い、実践的な思考力や判断力を育むなど人格の形成に

大きな影響を及ぼすものです。 

また、スポーツを通じた異年齢との交流の中で、好ましい人間関係の構築を図り、学習意欲の

向上や自己肯定感、責任感、連帯感の涵養に資するなど、教育的意義が非常に大きいものとなっ

ています。 

 

(3) 地域社会の活性化 

スポーツは、スポーツを「する」楽しさ以外にも、人と人との交流及び地域と地域の交流を促

進し、地域の一体感を醸成するとともに、スポーツを「みる」楽しさやボランティアとして「さ

さえる」楽しさを享受することにより、地域社会の活力にもつながります。 

また、本県ゆかりのスポーツ選手の不断の努力に基づく国際競技大会等における活躍は、県民

に誇りと喜び、夢と感動をもたらし、県民のスポーツへの関心を高めるものです。 

さらに、大規模スポーツイベントやスポーツツーリズムは、国内外からの誘客拡大につながる

ものであり、地域経済の活性化にも寄与することが期待されます。 

 

 (4) 東日本大震災津波からの復旧・復興 

令和５年３月に策定した「いわて県民計画（2019～2028）」第２期復興推進プランにおいて、

東日本大震災津波の事実を踏まえた教訓の伝承や復興の取組を契機とした多様な主体とのつな

がり等を強めながら、復興の姿や三陸地域の多様な魅力の発信、産業振興や地域振興を担う人材

の育成など、あらゆる世代が希望を持っていきいきと暮らし、将来にわたって持続可能な新しい
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三陸地域の創造を目指すこととしております。 

スポーツの分野においては、生きる活力を生み出し、地域への誇りや愛着を深めるため、スポ

ーツ活動の振興を支援することとしており、被災した地域の児童生徒がスポーツを楽しむことが

できるよう、県内のトップ・プロスポーツチームと連携し、スポーツ教室等を実施するとともに、

学校や市町村体育協会等にスポーツ医・科学の知見を有する専門家を派遣し、住民の健康づくり

や体力向上を促進しています。 

また、ラグビーワールドカップ 2019 岩手・釜石開催等大規模スポーツ大会の開催を契機とし

た人的・経済的な交流を推進するため、スポーツ大会・合宿の誘致に取り組むなど、スポーツを

楽しむ機会の提供や交流の促進を図っています。 

    

(5) 新型コロナウイルス感染症の影響 

新型コロナウイルスの感染拡大により、スポーツが、日々の生活から失われたり、制限された

りすることで、個人にとって見た場合、体力の低下やストレスの増加といった心身の健康保持へ

の悪影響、閉塞感のまん延、日頃の成果発表の機会の喪失等の悪影響が生じました。 

また、社会にとって見た場合、スポーツを核にした地域における交流の不足や、企業収益の低

下など、県民生活や社会活動に様々な悪影響を及ぼしたところでもあります。  

  このように様々な影響が顕在化したことで、むしろ、スポーツが、我々の生活や社会に活力を

与えるなど優れた効果を及ぼす重要な価値を持っていることを改めて示すこととなり、非常事態

においても県民がスポーツの価値を享受できるよう、一層の力を入れてスポーツ実施の推進を図

るべきことが認識されました。 

 

このように、スポーツは多様な意義を有していることから、県としては、県民一人ひとりが、

性別や年齢、障がいの有無に関わらずスポーツを楽しむことにより、心身ともに健康で、いきい

きと暮らし、幸福を守り育てるよう、スポーツに関する施策を総合的かつ計画的に推進していく

ことが重要であると考えています。 
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５ 現状と課題  

  

施策の柱 指標名 
現状値 

2017（H29） 

年度目標値 計画目標値 

2 023（ Ｒ ５ ） 

現状値 

2022（Ｒ４） 2019（Ｒ元） 2020（Ｒ２） 2021（Ｒ３） 2022（Ｒ４） 

ライフステー

ジに応じて楽

しむ生涯スポ

ーツの推進 

週１回以上のスポーツ

実施率 

（20歳以上） 

 

61.7% 

2018（Ｈ30） 

63.5% 

2019（Ｒ元） 

64.0% 

2020（Ｒ２） 

64.5% 

2021（Ｒ３） 

65.0% 

2022（Ｒ４） 

65.5% 

2021（Ｒ３） 

64.7% 

体力・運動能力

が標準以上の

児童生徒の割

合 

小５ 

男子 
73.6% 74.0% 74.0% 74.5% 75.0% 75.0% 65.0% 

小５ 

女子 
82.9% 83.0% 83.0% 83.0% 83.0% 83.0% 77.1% 

中２ 

男子 
77.7% 78.0% 78.0% 78.0% 78.0% 78.0% 73.6% 

中２ 

女子 
91.3% 91.5% 91.5% 91.5% 91.5% 91.5% 88.4% 

共生社会型ス

ポーツの推進 

障がい者スポーツの教

室・大会の参加人数 

[累計] 

2,954 人 3,070 人 6,200 人 5,930人 9,180人 12,490人 9,259人 

国際的に活躍

する競技スポ

ーツの推進 

国民体育大会天皇杯 

順位 
東北１位 東北１位 東北１位 東北１位 東北１位 東北１位 東北２位 

本県関係選手の日本代

表選出数 ［累計］ 

 

40 人 28 人 56 人 58人 86人 114人 98人 

地域を活性化

させるスポー

ツの推進 

スポーツ大会・合宿・

イベントの参加者数 

［累計］ 

130千人 166千人 310千人 267千人 410千人 556千人 446千人 

 ※ 新型コロナウイルス感染症の影響により、2020（令和２）年度実績値が大きく落ち込み、目標達成が困難となった指標につ

いては、2021（令和３）年度に目標値の見直しを行いました。なお、2022（令和４）年度以降の増加数は、当初計画通りの増

加を目指します。 

 

  現行計画の４つの施策の柱のうち「ライフステージに応じて楽しむ生涯スポーツの推進」の指標

「週１回以上のスポーツ実施率」については、20歳以上の週１回以上のスポーツ実施率は、目標値

に0.3ポイント届かなかったものの、計画策定時より３ポイント上昇しており、国の実施率（52.3％）

を上回っています。年代別にみると、60代以降に比べて、20代から50代までの世代が低い傾向にあ

り、働く世代の運動習慣の確立が必要です。 

  また、「体力・運動能力が標準以上の児童生徒の割合」については、全国と比較して高い水準で

はありますが、小５男女・中２男女の全てで目標値を下回る状況にあり、運動・食・生活の各習慣

の形成に向けた一体的な取組の推進が必要です。 

  ２つ目の施策の柱「共生社会型スポーツの推進」の指標「障がい者スポーツの教室・大会の参加

人数」については、目標値を79人上回りましたが、障がい者のスポーツの推進を図るため、引き続

き障がい者のスポーツ参画機会の充実を図る必要があります。 

  ３つ目の施策の柱「国際的に活躍する競技スポーツの推進」の指標については、「国民体育大会天

皇杯順位」東北１位を目標としていましたが、2019（令和元）年茨城、2022（令和４）年栃木で東

北２位となり目標に届きませんでした。 

また、「本県関係選手の日本代表選出数」の指標については、目標値を12人上回りましたが、今後

も中長期的な視点に立ったジュニア期からの競技力向上に取り組む必要があります。 
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４つ目の施策の柱「地域を活性化させるスポーツの推進」の指標「スポーツ大会・合宿・イベン

トの参加者数」については、目標値を36千人上回りましたが、人的・経済的な交流を更に推進する

ためには、本県で開催された大規模スポーツ大会のレガシーを継承し、スポーツ大会や合宿の誘致、

県内のトップ・プロスポーツチームと県民との一体感の醸成、本県の豊かな自然を生かしたスポー

ツアクティビティの普及等に取り組み、地域活性化につなげる必要があります。 

 

６ 国の第３期スポーツ基本計画（概要）  

  2022（令和４）年３月に策定された、国の「第３期スポーツ基本計画」においては、スポーツを

取り巻く環境や社会的状況の進展や変化を踏まえ、国民が、スポーツを「する」「みる」「ささえ

る」ことを真に実現できる社会を目指すため、以下の３つの「新たな視点」が必要とされています。  

 

 〇 社会の変化や状況に応じて、既存の仕組みにとらわれずに柔軟に対応するというスポーツを「つ

くる/はぐくむ」という視点 

 〇 様々な立場・背景・特性を有した人・組織が「あつまり」、「ともに」活動し、「つながり」

を感じながらスポーツに取り組める社会の実現を目指すという視点 

 〇 性別、年齢、障害の有無、経済的事情、地域事情等にかかわらず、全ての人がスポーツにアク

セスできるような社会の実現・機運の醸成を目指すという視点 

 

  また、今後５年間に総合的かつ計画的取り組む施策として、次の12項目が示されました。 

  

 ⑴ 多様な主体におけるスポーツの機会創出 

 ⑵ スポーツ界におけるＤＸの推進 

 ⑶ 国際競技力の向上 

 ⑷ スポーツの国際交流・協力 

 ⑸ スポーツによる健康増進 

 ⑹ スポーツの成長産業化 

 ⑺ スポーツによる地方創生、まちづくり 

 ⑻ スポーツを通じた共生社会の実現 

 ⑼ 担い手となるスポーツ団体のガバナンス改革・経営力強化 

 ⑽ スポーツの推進に不可欠な「ハード」「ソフト」「人材」 

 ⑾ スポーツを実施する者の安全・安心の確保 

 ⑿ スポーツ・インテグリティの確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第２章 目指す姿・施策の基本的な方向 

- 6 - 
 

第２章 目指す姿・施策の基本的な方向  

１ 目指す姿  

 
 
 
 
 
 

県民が日常的にスポーツを楽しむ環境づくりや、スポーツの力を地域の力に変える取組等によ
り、県民一人ひとりが健やかでいきいきと暮らすとともに、それぞれの夢や希望が実現し、個性
が光る社会の創造を目指します。 

 
 

２ 施策の基本的な方向  

次の４本の施策の柱に基づき、目指す姿に向けて取り組んでいきます。 

(1)ライフステージに応じて楽しむ生涯スポーツの推進  

県民が心身ともに健康的に暮らせるよう、身近な地域でスポーツ活動ができる総合型地域ス
ポーツクラブの活性化や運動部活動の地域移行の促進に向けた取組等により、若年期から高齢
期まで、生涯を通じてスポーツを楽しむことができる環境が整い、障がいの有無に関わらず、
県民誰もがスポーツを「する」「みる」「ささえる」といった様々な形でスポーツに参画し、ス
ポーツを楽しみ、スポーツにより喜びを得ることで、いきいきとした生活を送ることを目指し
ます。 

 

(2)共生社会型スポーツの推進  

スポーツの推進により障がい者・高齢者等の配慮が必要な人々の社会参加が進み、障がいの
ある人もない人も、性別や年齢に関わらず、身近な地域で共に楽しむインクルーシブスポーツ
の創出等により、スポーツへの参画機会が拡大するとともに、スポーツにおいて女性が活躍し、
県民の誰もが互いを理解・尊重しながら生きる社会の実現を目指します。 

 

(3)国際的に活躍する競技スポーツの推進  

  優れた運動能力のある選手の発掘・育成により、国民スポーツ大会等の国内大会はもとより、  
オリンピック・パラリンピック等の国際大会で活躍するトップアスリートを多数輩出すること
を目指します。 
そのために、スポーツ医・科学サポートを通じて、アスリート、パラアスリートの大会・合

宿への参加支援や、中長期的な視点に立った育成に取り組むとともに、最新技術やスポーツ・
インテグリティに基づく指導者の育成等、サポート体制の充実を図ります。 

トップアスリートの活躍する姿により、県民が喜びと感動を味わうとともに、スポーツに取
り組むきっかけとなり、スポーツのすそ野が拡大していくことを目指します。

スポーツの推進による 

県民誰もが健やかで輝く岩手の創造 
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(4)地域を活性化させるスポーツの推進  

  本県の豊かな自然や高規格なスポーツ施設等のスポーツ資源を活用し、国内外からの誘客が  
図られ、交流人口が拡大するとともに、県内のトップ・プロスポーツチームと県民との一体感
の醸成を図る等、県内各地にスポーツイベントやスポーツツーリズム等の国内拠点が形成され
ることを目指します。 
また、民間企業と大学・研究機関等が連携し、スポーツ関連の製品・技術・サービス等の共

同研究・開発に向けた取組が進むことにより、経済的な交流の拡大を目指します。 
 
 

３ 多様な主体との連携  

幅広い分野に関わるスポーツ施策を展開していくため、市町村やスポーツ関係団体など、多
様な主体との連携が必要です。 

また、ＤＸの推進など、新たな取組を一層進めることで本県のスポーツ施策をより効果的に
推進していくことが重要です。 
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４ スポーツ推進の施策体系  

施策の柱 施策展開の方向 № 主な施策 

１ ライフステ
ージに応じて
楽しむ生涯ス
ポーツの推進 

(1)スポーツ参画人口
の拡大 

① スポーツを楽しむ機会の充実 

② 総合型地域スポーツクラブの充実 

③ スポーツを通じた健康増進 

(2)子どものスポーツ
機会の充実 

① 学校体育の充実 

② 運動部活動の充実 

③ 地域における子どものスポーツ機会の充実 

(3)成人のスポーツ機
会の充実 

① 働く世代のスポーツ参画人口の拡大 

② 高齢者のスポーツ参画機会の充実 

(4)スポーツに関わる
多様な人材の確保・ 
育成 

① 地域スポーツを支える人材の育成  

② スポーツボランティアの養成の促進 

③ スポーツ団体の組織・連携体制の強化 

④ スポーツ功労者の表彰の実施 

(5)スポーツを楽しむ
環境の整備 

① 県有スポーツ施設のストックの適正化 

② 地域スポーツ資源の有効活用・利用促進 

２ 共生社会型
スポーツの推
進 

(1)障がい者スポーツ
等の推進 

① 
障がい者のスポーツやその他のスポーツの参画機会
の充実 

② 障がい者がスポーツを楽しむ環境の整備 

(2)高齢者スポーツの
推進 

① 高齢者のスポーツ参画機会の充実（再掲） 

② スポーツを通じた健康増進（再掲） 

(3)スポーツにおける
女性の活躍推進 

① 女性のスポーツ参画機会の充実 

② 女性がスポーツを楽しむ環境の整備 

３ 国際的に活
躍する競技ス
ポーツの推進 

(1)アスリートの発掘・ 
育成 

① 次世代アスリートの発掘・育成 

② 国内外で活躍するアスリートの育成 

③ アスリートが競技生活を継続できる環境の整備 

④ スポーツ優秀選手の表彰 

(2)競技力向上を支え
る人材の育成 

① 指導者の資質向上 

② アスリートのサポート人材の育成 

(3)競技力向上を支え
る環境の整備 

① スポーツ医・科学、情報等を活用した支援 

② 競技団体の組織強化 

４ 地域を活性
化させるスポ
ーツの推進 

(1)地域の活力につな
がるスポーツの推
進 

① 
スポーツコミッションやトップ・プロスポーツチー
ムと連携した地域活性化の推進 

② 大規模スポーツ大会を契機とした人的交流の推進 

(2)経済の活性化につ
ながるスポーツの
推進 

① 
大規模スポーツイベント等と連携した市場開拓等へ
の支援 

② 
トップ・プロスポーツと連携した市場開拓等への支
援 

③ スポーツビジネスの創出・拡大 
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第３章 スポーツ推進の施策展開  

１ ライフステージに応じて楽しむ生涯スポーツの推進  

 

【基本的な方向】 
県民が心身ともに健康的に暮らせるよう、身近な地域でスポーツ活動ができる総合型地域スポ

ーツクラブの活性化や運動部活動の地域移行の促進に向けた取組等により、若年期から高齢期ま
で、生涯を通じてスポーツを楽しむことができる環境が整い、障がいの有無に関わらず、県民誰
もがスポーツを「する」「みる」「ささえる」といった様々な形でスポーツに参画し、スポーツを
楽しみ、スポーツにより喜びを得ることで、いきいきとした生活を送ることを目指します。 

 

 

指 標 
現状値 

2 0 2 2 （ Ｒ ４ ） 
年度目標値 計画目標値 

2 0 2 8（ Ｒ 1 0） 2024（Ｒ６） 2025（Ｒ７） 2026（ Ｒ ８ ） 2027（ Ｒ ９ ） 

①週１回以上のスポーツ実施率
（20歳以上） 

 
64.7％ 

(2023) 
68.2％ 

(2024) 
69.1％ 

(2025) 
70.0％ 

(2026) 
70.9％ 

(2027) 
71.8％ 

②体力・運動能力が標準
以上※１の児童生徒の
割合 

小５ 
男子 65.0％ 70.0％ 70.0％ 70.0％ 70.0％ 70.0％ 

小５ 
女子 77.1％ 80.0％ 80.0％ 80.0％ 80.0％ 80.0％ 

中２ 
男子 73.6％ 75.0％ 75.0％ 75.0％ 75.0％ 75.0％ 

中２ 
女子 88.4％ 90.0％ 90.0％ 90.0％ 90.0％ 90.0％ 

【目標値の考え方】 
① 生涯を通じてスポーツを楽しむ県民の増加に向け、「県民のスポーツ実施状況に関する調査」から

20 歳以上の週１回以上のスポーツ実施率を指標として設定します。 
国の第３期スポーツ基本計画の目標値（2026（令和８）年度に 70.0％）を踏まえて、毎年 0.92%

の増加を目指します。 
② 生涯を通じて運動やスポーツを楽しむ資質や能力を育成するため、体力・運動能力が標準以上の児

童生徒の割合を指標として設定します。令和４年度の全国体力・運動能力、運動習慣等調査において、
全ての年代で全国平均を上回り、全国的に高い水準であることから引き続き、全国での高い水準を維
持することを目指します。 

 

 
 

(1)スポーツ参画人口の拡大 

 
 

 ○ 国の2022（令和４）年度の「スポーツの実施状況等に関する世論調査」（スポーツ庁調査）に

よれば、週１日以上スポーツをする者の割合は、20歳以上男女の平均で52.3％となっており、前

年度から4.1ポイント減少しています。年代別では、30代が44.7%と最も低く、70代が71.7％と最

も高い結果となっています。また、男女別（合計）では、男性の方が女性よりも4.2ポイント高く、

特に40代女性の低下（6.8ポイント減）が目立っています。 

本県でも、市町村を通じて「県民のスポーツ実施状況に関する調査」を実施しており、2022（令

和４）年度の20歳以上男女の週１回以上のスポーツ実施率は、64.7％となっており、前計画策定

時と比較して３ポイント上昇し、この５年間は国の割合よりも高く推移しています。 

現 状 と 課 題 
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年代別では、60代（68.1％）、70代（77.7％）の実施率が高い一方で、30代（61％）、40代（62％）、

50代（61.6％）が低い状況となっています。男女別では、女性の方が男性よりも8.2ポイント高く

なっています。 

国と県では調査手段が異なるため、一概には比較できませんが、概ね、スポーツ庁調査と県調

査は同様の傾向で、60代以上の高齢者に比べて、30代から50代の働く世代の実施率が低い傾向に

あり、働く世代の運動習慣の確立が必要です。 

 

（図表１）20 歳以上の週１回以上のスポーツ実施率 

    

 

（図表２）世代別・性別の週１回以上のスポーツ実施率 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典｜岩手県｜県民のスポーツ実施状況に関する調査｜2022 年度 

出典｜岩手県｜県民のスポーツ実施状況に関する調査｜2017 年度～2022 年度 
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○ 身近な地域で開催されるグラウンド・ゴルフ、野球等の交流大会やマラソン・ウォーキング等

のスポーツイベントに参加するなど、それぞれの体力や年齢に応じて生涯スポーツを楽しむ人が

おり、引き続き、スポーツ活動に取り組んでもらう必要があります。 

 ○ 国においては、1995（平成７）年から、地域住民が自主的・主体的に運営する総合型地域スポ

ーツクラブ※２（総合型クラブ）の育成を推進し、2022（令和４）年度現在、全市区町村の 80.5％

に 3,500 クラブ余が育成されています。 

本県においては、2007（平成 19）年に岩手県広域スポーツセンター※３（広域スポーツセンタ

ー）を設置し、総合型クラブの創設・育成等の支援に取り組んできました。新規設立クラブがあ

る一方、新型コロナウイルス感染症の影響等により、会員数が減少するクラブや廃止となったク

ラブもあり、2022（令和４）年度には、県内26市町村で57クラブが設置されており、会員数は 7,600

人余となっています。また、育成率は 84.8％（創設準備中含む）となっています。 

総合型クラブは、地域スポーツの担い手としての役割を果たしており、未設置市町村に対して

は、広域スポーツセンターのクラブ育成アドバイザー派遣による指導・助言等の支援が必要です。 

 

（図表３）総合型地域スポーツクラブの育成数、会員数 

    
 

 

○ 全国的に総合型クラブの自己財源率が50％以下のクラブが３割という状況の中、2017（平成29）

年度からスポーツ振興くじ（toto）助成対象が縮小され、自己財源の確保が課題となっているほ

か、運営の活性化、質的充実を担う人材の確保等が課題であり、その自立的な運営を促進する環

境の整備が必要です。 

○ 本県では、県民の栄養摂取状況、歩行数や運動習慣等の実態把握を行うため、保健所を通じて

県民生活習慣実態調査を定期的に実施しています。 

  肥満者（BMI：体重(kg)/身長(m)2が25以上）の割合について、2016（平成28）年度と2022（令

和４）年度を比較すると、40歳から60歳代女性では26.2％から21.8％と4.4ポイント減少しており、

目標値（26.0％）に達したものの、20歳から60歳代男性では40.0％から36.9％と減少しましたが、

目標値（30.0％）に達していない状況です。 

  また、日常生活における歩行数は、2016（平成28）年度と2022（令和４）年度を比較すると、

20歳～64歳及び65歳以上の女性は減少、20歳～64歳及び65歳以上の男性は増加していますが、い

出典｜岩手県｜スポーツ振興課調査｜2018 年度～2022 年度 
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ずれも各区分の目標値に約2,000歩足りない状態です。 

本県の健康課題である健康寿命の延伸、生活習慣病の予防において、生活習慣の改善も重要な

要因であることから、継続して肥満者減少のための適切な栄養摂取や生活習慣病リスク低減のた

めの歩行を中心とした運動量増加の必要性について普及啓発を図るとともに、県民が健康増進に

取り組みやすい環境の整備が必要です。 

○ 県内には、公益財団法人健康・体力づくり事業財団（健康・体力づくり事業財団）登録の健康

運動指導士※４及び、健康運動実践指導者※５がそれぞれ130人余おり、県民の健康づくりのサポー

トを担っています。 

○ 東日本大震災津波により、多くの体育施設が被害を受けるなど、スポーツ活動の場が失われ、

沿岸部の住民は、運動不足による体力低下等、心身の健康問題が懸念されたことから、2013（平

成25）年度から2016（平成28）年度まで、アスレティックトレーナー※6等が仮設住宅等を訪問し、

スポーツ医・科学の知見を活用して健康運動や体力向上の指導に取り組みました。 

2017（平成29）年度からは、対象を全県に拡大し、県民の健康増進を推進するため、市町村や

学校、企業等と連携し、各専門家やアスレティックトレーナー等によるスポーツ医・科学の知見

を活用した健康運動や体力向上等の指導を行い、県民の健康づくりの取組を支援しています。 

今後も、スポーツ医・科学の知見を活用し、安全に運動や日常生活を過ごすための正しい知識

や栄養バランスに配慮した食生活、体力向上等、県民の健康増進の取組に対するサポートが必要

です。 

○ また、スポーツ医・科学に基づく、県民の健康づくりを推進するため、スポーツデータを活用

した科学的支援ができる拠点づくりの検討を行う必要があります。 

○ 2020（令和２）年度からは、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止による新しい生活様式  

のもと、家庭で取り組める運動プログラムの紹介のため、岩手県公式動画チャンネル（YouTube） 

にて「レッツ！ぺっこトレ‼」※７の動画を配信しています。 

 

 

 

 

○ 県民誰もが各々の年代や関心、適性等に応じて日常的にスポーツを楽しめるようスポーツ・レ

クリエーションの普及・促進を図ります。 

○ 総合型クラブの未創設市町村での創設、既に創設されている市町村での更なる創設・育成を支

援します。 

○ 総合型クラブの持続可能な運営体制の構築に向け、クラブの活性化、自立的な運営を促進する

環境の整備に取り組みます。 

○ 休日の運動部活動の地域移行が進められるよう、総合型クラブへの指導や指導者の育成を推進

するなど、地域での受入体制の整備を図ります。 

○ 県民の健康増進の推進に関する施策についての基本的な計画である「健康いわて 21 プラン（第

３次）」に基づき、関係機関・団体と連携し、県民の運動等の生活習慣の改善に取り組みます。 

○ 地域で県民が安全に運動できるよう指導する健康運動指導士、健康運動実践指導者の育成、資

質向上を図ります。 

○ スポーツ医・科学の知見に基づく県民の健康増進を効果的に支援するための拠点づくりに取り

組みます。 

○ スポーツ医・科学の知見を生かしながら、運動プログラム紹介動画「レッツ！ぺっこトレ‼」や

健康アプリ、ＳＮＳなどを活用して、子どもから高齢者まで幅広い年代の健康づくりと体力の向

上に取り組むとともに、健康増進に果たすスポーツの効果や効用等の積極的な情報発信に取り組

取 組 の 方 向 性 
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みます。 

 

 

 

① スポーツを楽しむ機会の充実 

 ○ （公財）岩手県スポーツ振興事業団（スポ振事業団）やＮＰＯ法人岩手県レクリエーション

協会、地域のスポーツ推進委員※８等と連携し、スポーツフェスティバル等のイベント、各種教

室、講習会を実施するほか、県民誰もが興味・関心、適性等に応じて参加できるスポーツ・レ

クリエーションの情報発信等により、スポーツを楽しむ機会の充実を図ります。 

○ あらゆる年代でスポーツへの参加機運の醸成を図るため、学校、地域、家庭等と連携し、運

動習慣の定着化に向けた取組を幅広く展開します。 

○ 県内のトップ・プロスポーツチーム（いわてグルージャ盛岡、岩手ビッグブルズ、釜石シー

ウェイブスＲＦＣ）と連携し、試合への観戦招待、スポーツ教室等、県民がスポーツを楽しむ

機会を確保します。 
 

② 総合型地域スポーツクラブの充実 

  ○ 広域スポーツセンター、市町村、市町村体育・スポーツ協会（市町村体協）、スポーツ推進

委員等と連携し、住民が身近な地域でスポーツを楽しむことができる総合型クラブの創設・育

成に取り組みます。 

○ 広域スポーツセンターのクラブ育成アドバイザーの巡回による運営指導・助言、ＰＤＣＡ（Ｐ

lan-Ｄo-Ｃheck-Ａction）サイクルによる自己点検評価の実施、総合型クラブの運営改善を図

ることのできるクラブマネジャー※９の人材育成等を通じ、総合型クラブの自立的かつ安定的な

運営の促進に取り組みます。 

○ クラブマネジャーや指導者を対象とした研修の実施、先進事例の情報発信等により、子ども

から高齢者まで、様々なスポーツを愛好する人々が、それぞれの志向・レベルに合わせて総合

型クラブに参加できるよう、プログラム等の質的充実を推進します。 

○ 総合型クラブの運営・指導に係る資格取得支援や、地域スポーツ振興に関わる内容について

の知識やスキルの取得のための講習会の実施により、指導者の確保や資質向上等に向けた取組

を支援し、運動部活動の地域移行に伴う受入体制の整備を図ります。 

 

③ スポーツを通じた健康増進 

○ 県民の運動等の生活習慣の改善のため、各市町村のスポーツ推進委員、学校、企業等と有機

的な連携を進め、運動習慣の定着化に向けた取組を幅広く展開します。 

○ 健康運動指導士や健康運動実践指導者等を対象とした講習会の開催により、地域におけるス

ポーツを通じた健康づくりの指導者の育成、資質向上を図ります。 

○ 市町村や総合型クラブ等の要望に応じ、地域の子どものスポーツ障害の防止や高齢者の健康

増進に向け、各専門家やアスレティックトレーナー等によるスポーツ医・科学の知見を生かし

た体力測定やトレーニング指導・栄養指導等の研修会の実施により、子どもから高齢者まで幅

広い年代の健康づくりと体力向上の取組を支援します。 

○ 多様なスポーツデータを活用し、幅広い年代の健康増進を図るための運動プログラムの提供

に結び付けるための拠点づくりに取り組みます。 

  ○ 「レッツ！ぺっこトレ‼」や健康管理アプリ、ＳＮＳなどを活用しながら、幅広い年代を対象

とした健康づくりや情報発信等に取り組みます。 

主 な 取 組 内 容 
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岩手県では、若年期から高齢期まで、生涯を通じてスポーツを楽しむ機会の充実

を図るため、夏には、岩手県立御所湖広域公園艇庫でカヌー・ボートの無料体験等

が行われる「湖上フェスティバル」、生涯スポーツ推進月間である 10 月には、県内

各スポーツ施設で野球やトランポリンなど各種交流大会や体験会、体力測定等が行

われる「スポーツフェスティバル」、冬には、岩手県営スケート場の無料開放やスケ

ート教室等が行われる「氷上フェスティバル」等季節ごとに各種イベントを開催し

ているほか、働く世代の皆様に向けて、夜間の時間帯にフィットネスなどの教室や

年間を通して柔道、相撲等の武道教室を実施する等、スポ振事業団等と連携し、様々

な事業を展開しています。これからも、スポーツを楽しみ、スポーツにより喜びを

得ることで、県民がいきいきとした生活を送ることができるよう生涯スポーツの振

興に取り組んでいきます。 

 

      

 

 

      スポーツ・レクリエーション等の開催 
コラム 

№１ 

湖上フェスティバル（カヌー体験）   氷上フェスティバル（スケート体験） 

スポーツフェスティバル（野球交流大会・トランポリン体験） 

 

武道教室（柔道・相撲） 
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＜用語解説＞ 

※１ 体力・運動能力が標準以上 

   国が実施する「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」の体力合計点（調査項目８項目の値をそれぞれ10点満

点で得点化したものの合計点）の高い順にＡ～Ｅの５段階で評価（総合評価）したもののうち、Ａ・Ｂ・Ｃ段階の

こと。（県ではＣ段階を平均値と捉え標準としている。） 

※２ 総合型地域スポーツクラブ 

人々が、身近な地域でスポーツに親しむことのできる新しいタイプのスポーツクラブで、子どもから高齢者ま

で（多世代）、様々なスポーツを愛好する人々が（多種目）、初心者からトップレベルまで、それぞれの志向・レ

ベルに合わせて参加できる（多志向）という特徴を持ち、地域住民により自主的・主体的に運営されるスポーツク

ラブ。それぞれの地域において、スポーツの振興やスポーツを通じた地域づくり等に向けた多様な活動を展開し、

地域スポーツの担い手としての役割や地域コミュニティの核としての役割を果たしている。 

※３ 広域スポーツセンター 

各都道府県において広域市町村圏内の総合型地域スポーツクラブの創設や運営、活動とともに、圏内における

スポーツ活動全般について、効率的な支援を行う役割を担うもの。 

※４ 健康運動指導士 

保健医療関係者と連携しつつ、個々人の心身の状態に応じた、安全で効果的な運動を実施するための運動プロ

グラムの作成及び実践指導計画の調整等を行う役割を担う（公財）健康・体力づくり事業財団の認定資格を有する

者。 

※５ 健康運動実践指導者 

医学的基礎知識、運動生理学の知識、健康づくりのための運動指導の知識・技能等を持ち、健康づくりを目的

として作成された運動プログラムに基づいて実践指導を行うことができる（公財）健康・体力づくり事業財団の認

定資格を有する者。 

※６ アスレティックトレーナー 

選手の健康管理、外傷・障害予防、アスレティックリハビリテーション、トレーニング及びコンディショニン

グ等にあたり、医学的知見から選手や指導者にアドバイスをする者。 

※７ レッツ！ぺっこトレ‼ 

   本県の専門家の監修によるスポーツ医・科学の知見に基づいた、いつでも、どこでも、誰にでも取り組めるこ

とを目的とした運動プログラムを紹介した動画集。（全45本、１本２～３分程度） 

   『ぺっこトレ』は、「少し・ちょっと」という岩手県の方言を用い、短い時間、少ない負荷から、少しのスペ

ースでも行えるトレーニング（トレ）。 

※８ スポーツ推進委員 

市町村におけるスポーツ推進のため、その事業の実施に係る連絡調整、住民に対するスポーツ実技の指導その

他スポーツに関する指導及び助言を行う非常勤職員。 

※９ クラブマネジャー 

総合型クラブの財務状況や会員数、活動プログラム、運営委員会と指導者、各種目別の活動状況等、クラブ全

体の経営管理（マネジメント）を行う立場にある人。 

 



第３章 １ライフステージに応じて楽しむ生涯スポーツの推進-(2)子どものスポーツ機会の充実 

- 16 - 
 

(2)子どものスポーツ機会の充実  

 
 

○ ラグビーワールドカップ2019（ＲＷＣ2019）や、東京2020オリンピック・パラリンピック競技

大会（東京2020大会）、クライミングワールドカップ2022の開催のほか、本県出身の選手の世界

を舞台とした活躍等により、運動やスポーツに対する県民の意識が高まっており、これを契機に

子どもが生涯にわたって運動に親しむ基礎を培うことが求められています。 

○ 国の「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」※１では、本県児童生徒の１週間の総運動時間の

平均や体力合計点※２の平均値、運動やスポーツが好きな割合は全国と比較して高い傾向ですが、

運動する児童生徒とそうでない児童生徒の二極化傾向が見られます。 

また、国が公表した2022（令和４）年度同調査では、体力合計点については、2019（令和元）

年度調査から概ね連続して小・中学校の男女ともに低下が見られました。その主な要因としては、

肥満である児童生徒の増加や、朝食欠食、睡眠不足、スクリーンタイム増加などの生活習慣の変

化のほか、新型コロナウイルス感染症の影響によるマスク着用中の激しい運動の自粛などが考え

られます。 

 

（図表４）体力合計点の平均値    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現 状 と 課 題 

出典｜文科省、スポーツ庁｜全国体力・運動能力、運動習慣等調査｜2017 年度～2022 年度 

（2020年度は新型コロナウイルス感染症の影響により実施せず） 
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○ 国の 2021（令和３）年度の「学校保健統計調査」※３では、肥満度が 20％以上の肥満傾向児の

出現率が、本県のほぼ全ての学年において全国平均を上回っています。 

○ 運動部活動は、体力や技能の向上を図るほか、人間関係の構築、学習意欲の向上、連帯感の涵

養等、生徒の多様な学びの場として、教育的意義が大きいものですが、近年、長時間練習、教員

の多忙化、生徒数の減少等により学校単位での運動部活動運営が困難な地域も生じるなど様々な

弊害が指摘されており、生徒のスポーツ活動の機会が損なわれることがないよう対策を講じる必

要があります。 

また、大会等で勝つことのみを重視し過重な練習を強いることがないよう、スポーツ医・科学

の観点を踏まえた指導を徹底するとともに、体罰（暴力）・ハラスメント（児童生徒の人格を傷

つける言動）等の根絶に向けて指導者の確保・資質向上に取り組む必要があります。 

 ○ スポーツ医・科学の観点から、成長期にある児童生徒が、運動、食事、休養及び睡眠のバラン

スの取れた生活を送ることができるよう配慮が求められています。 

○ 地域における子どものスポーツ機会として、スポーツ少年団や総合型クラブがあげられます。

全国のスポーツ少年団数は少子化の影響で年々減少しており、本県においても、2017（平成29）

年度の1,100団から2022（令和４）年度の926団まで減少しています。 

また、本県の2022（令和４）年度の総合型クラブは、2017（平成29）年度と同数の57クラブと

なっており、引き続き、総合型クラブ、スポーツ少年団等との連携を図りながら、子どもたちの

スポーツに参加する機会を確保する必要があります。 

○ 令和４年12月の国のガイドライン※４において、令和５年度以降、休日の学校部活動を段階的に

地域クラブ活動へ移行していくことが示されたことから、総合型クラブやスポーツ少年団等の地

域クラブ活動の受け皿となりうる地域スポーツ団体による受入体制を整備する必要があります。 

○ 休日における運動部活動の地域クラブ活動への移行に向け、国の事業を活用し実証事業を実施

しています。地域の実情に応じて段階的に移行を進めるため、市町村や地域スポーツ団体等と連

携することが必要です。 

○ スポーツ少年団の活動は、競技スポーツばかりではなく、団員個々の体力や運動能力の向上、

各種スポーツへの興味づけや技術の向上、スポーツの持つ楽しさの体験等を通じ、スポーツへの

関心･意欲を一層啓発することが大切です。しかし、近年、大会を目指した活動が特定の専門種目

への傾向を強めたり、勝利至上主義的な活動に陥るなどの弊害も指摘されており、引き続きそれ

らの対策を講じていく必要があります。 

 

 

 

 

○ 児童生徒一人ひとりが自らの体力や健康に関心を持ち、運動に親しむ資質や能力を身に付ける

ことができるよう、学校体育の充実や学校部活動の推進等により、体力の向上に取り組みます。 

○ 学校・家庭・地域・関係機関と連携し、「よりよい運動習慣」、「望ましい食習慣」及び「規

則正しい生活習慣」の形成に取り組みます。 

○ 学校の取組の中心となる学校体育、健康教育、食育等を担当する指導者の資質や授業力の向上

を図ります。 

○ 関係団体と連携し、生徒のニーズを踏まえた運動部活動の環境の整備、運動部活動のねらいや

スポーツ医・科学の観点を踏まえた指導スキルの獲得及び体罰・ハラスメント等の根絶に向けた

指導者の資質向上を図る取組を進めます。 

 

取 組 の 方 向 性 
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○ 2023（令和５）年 12 月に策定した「岩手県における学校部活動及び地域クラブ活動の在り方に

関する方針」（県の学校部活動及び地域クラブ活動に関する方針）に沿って適正な運動部活動の

運営を促進するとともに、地域クラブ活動への移行については、地域の実情に応じて段階的に体

制の整備を進めます。 

○ 地域クラブ活動の指導者の確保や資質向上等に向けた取組を支援するとともに、市町村や地域

スポーツ団体と連携し、地域クラブ活動への移行を進めます。 

○ 市町村や総合型クラブ、スポーツ少年団等との連携により、子どもの成長過程に応じた多様な

運動・スポーツの体験機会の創出を図り、地域におけるスポーツ活動の充実に取り組みます。 

○ スポーツ少年団活動については、指導者の育成やスポーツ医・科学の知識の活用等を通じ、安

全で、正しく、楽しいスポーツ活動の環境を整えていくとともに、暴力やハラスメント等の問題

が起こらないように取り組みます。 

 

 

 

 

① 学校体育の充実  

 ○ 体力・運動能力調査の実施及び分析により、各学校が現状と課題を明確に捉え、体力・運動

能力の向上に係る目標を設定し、体育・保健体育授業の改善・充実を図ることによって、「知

識・技能」、「思考力・判断力・表現力等」及び「学びに向かう力、人間性等」をバランスよ

く育成します。 

○ 児童生徒一人ひとりのよりよい生活の確立を目指し、各分野の担当者が連携して学校全体で、

運動習慣、食習慣及び生活習慣を相互に関連付けた一体的な取組「６０（ロクマル）プラスプ

ロジェクト」を推進します。 

○ 学校における体育・保健体育授業を通じ、体力や技能の程度、年齢や性別及び障がいの有無

等に関わらず、運動やスポーツの多様な楽しみ方を共有することができるよう、指導の充実を

図ります。 

○ 児童生徒がスポーツの意義や価値を学び、スポーツへの興味・関心を高めるため、オリンピ

アン・パラリンピアンを各学校へ派遣するなど、オリンピック・パラリンピック教育を推進し

ます。 

 

② 運動部活動の充実 

 ○ 自主的・自発的な参加により行われる部活動の趣旨を踏まえながら、運動部活動運営のため

の体制整備や合理的でかつ効率的・効果的な部活動の推進により、生涯にわたりスポーツに親

しむ基盤づくりを進めます。 

○ スポーツ医・科学の観点に立脚した指導方法の習得や体罰等の根絶に向けた各種研修会を開

催するほか、部活動指導員の配置を進めることにより、運動部活動における指導者の指導力向

上や指導体制の充実を図ります。 

また、運動部活動のねらい等について「岩手県における学校部活動及び新たな地域クラブ活

動の在り方に関する方針」に定められている「部活動連絡会」の開催等により、教職員、保護

者及び外部指導者等が共通理解を図るよう各学校に働きかけます。 

○ 地域の実態に応じて、地域のスポーツ団体、総合型クラブ及びスポーツ少年団等と連携し、

生徒のスポーツ環境の充実を図ります。 

 

主 な 取 組 内 容 
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○ 「岩手県における学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方に関する方針」に基づき、

適切に運動部活動の休養日や活動時間が設定されるよう、部活動を補完する活動（父母会練習

等）を含めた活動実態を把握しながら、学校、保護者及び地域等が一体となった取組を推進し

ます。 

○ 地域クラブ活動への移行については、まずは休日における地域の環境の整備を着実に進めま

す。平日における環境整備については、できるところから取り組むことが考えられ、地域の実

情に応じた休日における取組の進捗状況等を検証しながら推進します。 

直ちに地域クラブ活動の体制を整備することが困難な場合には、当面、部活動の地域連携と

して、必要に応じて拠点校方式による合同部活動を導入するなど、今後の生徒数減少等の課題

を踏まえ、生徒のニーズに応える部活動の環境整備を進めるための取組を推進します。 

 

③ 地域における子どものスポーツ機会の充実 

○ 公益財団法人岩手県体育協会（県体協）や市町村と連携し、総合型クラブ、スポーツ少年団

等の活動に関する情報を広く発信し、子どもたちが、それぞれの成長過程において楽しめる多

様な遊びや運動、スポーツの経験を通じ、子どものスポーツ活動の充実と定着を図ります。 

○ 学校、地域、家庭等と連携し、子どもの運動習慣の定着化に向けた取組を幅広く展開します。 

○ トップ・プロスポーツチームと連携し、スポーツ教室の開催や公式戦の応援等、子どもとト

ップアスリートとの交流を通じ、スポーツの楽しさを体験する機会を拡充します。 

○ 運動部活動の地域クラブ活動への移行に伴う受入体制の整備を図るため、地域クラブ活動の

指導者への資格取得支援や、地域スポーツ振興に関わる内容についての知識やスキルの取得の

ための講習会の実施により、指導者の確保や資質向上等に向けた取組を支援します。 

○ 市町村や地域スポーツ団体と連携し、休日における地域の環境の整備を着実に進めながら、

運動部活動の地域クラブ活動への移行を推進します。 

○ スポーツ少年団活動について、県体協や岩手県スポーツ少年団と連携し、スタートコーチ（ス

ポーツ少年団）養成講習会や岩手県スポーツ少年団指導者講習会等を通じ、安全で、正しく、

楽しいスポーツ活動の環境づくりを促進します。また、スポーツ少年団指導者協議会や競技団

体事務局長会議を通じ、暴力やハラスメント等の防止を図ります。 

 

 

＜用語解説＞ 

※１ 全国体力・運動能力、運動習慣等調査 

   国が全国的な児童生徒の体力の状況を把握・分析することにより、児童生徒の体力の向上に係る施策の成果と

課題を検証し、その改善を図ることを目的として実施する調査。 

※２ 体力合計点 

   体力・運動能力を評価する新体力テスト（調査８項目）により実施され、各項目の値を得点化（10 点満点）し、

合計した得点。 

※３ 学校保健統計調査 

   国が学校保健安全法により実施される健康診断の結果に基づき、児童等の発育状態（身長、体重）及び健康状

態（疾病・異常の有無）を明らかにすることを目的として実施する調査。 

※４ 国のガイドライン 

   「学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方等に関する総合的なガイドライン」として、少子化の中でも

将来にわたり、生徒がスポーツ・文化芸術活動に継続して親しむことができる機会を確保することを目指し、生

徒にとって学校部活動が望ましいスポーツ・文化芸術環境となるよう、適正な運営や効率的・効果的な活動の在

り方について示すとともに、新たな地域クラブ活動を整備するために必要な対応について、令和４年 12 月スポー

ツ庁、文化庁から示されたもの。 
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岩手県教育委員会では、児童生徒の体力向上を目

指し、１日60分以上の運動・スポーツに親しみ、

運動習慣の形成を図る取組「希望郷いわて元気・体

力アップ60（ロクマル）運動」を発展、継承させ、

「６０（ロクマル）プラスプロジェクト推進事業」

として、児童生徒一人ひとりのよりよい生活の確立

に取り組んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各習慣に係るチャレンジカードの配布・活用により、各習慣形成について「見える

化」することで、自己の生活に対する自覚化と行動変容の促進につなげるとともに、

優良実践校に対する表彰や指導主事による学校への訪問支援などを行っています。 

    ６０(ロクマル)プラスプロジェクト推進事業 

コラム 

№２ 

 
食に関する画像 

＜チャレンジカードの活用＞ 

＜事業啓発ポスター＞ 

＜学校での取組＞ 
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国では、2023（令和５）年度以降、休日の部活動を段階的に地域クラブ活動へ移行

することを示しました。これを受け、県では、休日の部活動の段階的な地域移行に向け

て、2021（令和３）年度からモデル事業を実施し、県内全域に成果を普及・発信して

います。 

2021（令和３）年度は、葛巻町の３つの中学校の５クラブ（ソフトテニス、バスケ

ットボール、サッカー、柔道、野球）と岩手町の３つの中学校の１クラブ（町技である

ホッケー）で実施しました。 

2022（令和４）年度は、新たに大船渡市において、特設陸上部を含めた５クラブ（陸

上競技、剣道、卓球、柔道、バドミントン）で実施しました。 

これらのモデル事業では、中学校の部活動にはない競技や、複数校合同による活動な

ど、中学生のニーズに応じた取組を進めてきました。 

2023（令和５）年度は、５市町村（盛岡市、宮古市、大船渡市、西和賀町、九戸村）

で実施しており、今後は、国の動向なども踏まえながら、部活動の地域移行を進めてい

きます。 

 

【モデル事業による休日の地域クラブ活動の様子】 

 

バスケットボール（葛巻町） ホッケー（岩手町）    卓球（大船渡市） 

 

 

柔道（大船渡市）     バドミントン（大船渡市）  陸上競技（大船渡市） 

     地域クラブ活動への移行に向けたモデル事業の実施 

コラム 

№３ 
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(3)成人のスポーツ機会の充実 

 
 

 ○ 2022（令和４）年度のスポーツ庁調査によれば、週１日以上スポーツをする者の割合は、20 代

53.5％、30 代 50.7％、40 代 51.0％、50 代 51.7％と、高齢者世代に比べて総じて低く、特に 30

代は最も低い状況となっています。 

本県の 20 歳以上の週１回以上のスポーツ実施率は、20 代 63.0％、30 代 61.0％、40 代 61.8％、

50 代 61.6％となっており、国と同様、高齢者世代に比較して低くなっています。 

国と県では調査手法が異なるため、一概には比較できませんが、スポーツ庁調査、県調査とも働

く世代のスポーツ実施率が低い傾向であり、引き続き、働く世代のスポーツ実施率の向上に向け

た取組が必要です。 

 

  （図表５）世代別の週１回以上のスポーツ実施率 

       
 

  

 ○ 令和元年度からは、健康経営に積極的に取り組む事業所等のうち、一定の認定基準を満たした

事業所等を知事が認定する「いわて健康経営認定事業所」制度を創設し、令和５年度の認定事業

所数は 591 事業所となっています。 

また、本県は、2018（平成 30）年８月、岩手県商工会議所連合会や民間事業者と「健康経営の

推進に係る連携協定」を締結し、企業及び団体等における健康経営の推進、県民の健康づくりの

推進に関し、連携して取り組んでいます。 

 

 

現 状 と 課 題 

出典｜岩手県｜県民のスポーツ実施状況に関する調査｜2022 年度 
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○ 2022（令和４）年度のスポーツ庁調査によれば、全国の高齢者の週１日以上のスポーツ実施率

は、60 代が 59.6％、70 代が 71.7％となっており、20 歳以上の週１回以上のスポーツ実施率の中

でも高くなっています。 

本県においても、県調査による高齢者の週１回以上のスポーツ実施率は、60代が68.1％、70代

が77.7％と、他の年代のスポーツ実施率に比べて高くなっています。 

○ 本県では、1988（昭和63）年度から岩手県長寿社会健康と福祉のまつり（いわてねんりんピッ

ク）※１を開催しており、このうちスポーツ関連イベントである岩手県民長寿体育祭には毎年度約

３千人が参加し、これまで延べ10万人を超える高齢者が参加しています。 

○ 2022（令和４）年度の本県の高齢化率（65歳以上の高齢者人口が総人口に占める割合）は34.8％

と全国平均29.1％を上回るとともに、高齢者単身世帯や高齢夫婦のみ世帯が増加しています。高

齢者が身近な地域でスポーツを通じて健康でいきいきと過ごせるよう、スポーツ・レクリエーシ

ョン等を楽しめる機会の提供が必要です。 

 

 

 

 

 ○ 働く世代の運動習慣の確立・定着によるスポーツ実施率の向上に向け、家庭や地域、職場が一

体となり、働く世代の方々が身近な地域や場所でそれぞれのライフスタイルに合わせて体を動か

すことができる環境づくりに取り組みます。 

○ 県民の健康増進を図るため、関係団体等と連携し、「健康経営」等の取組を推進します。 

○ 高齢者が身近な地域でそれぞれの健康状態に応じて体を動かし、気軽にスポーツを楽しめるよ

う、市町村や総合型クラブ、関係団体と連携し、高齢者の様々なスポーツ機会の提供に取り組み

ます。 

○ 高齢者が身近な地域で行われているスポーツ活動に参加することにより、社会とのつながりを

持ち、世代を超えた交流ができるよう、地域におけるスポーツ・レクリエーション活動を促進し

ます。 

 

 

 

 

① 働く世代のスポーツ参画人口の拡大 

  ○ 各市町村のスポーツ推進委員、企業等と有機的な連携を進め、働く世代の運動習慣の定着化

に向けた取組を幅広く展開します。 

○ 関係団体等と連携し、セミナーを共同で実施するなど健康経営の普及啓発を図るとともに、

「いわて健康経営認定事業所」の取組の促進やいわて健康経営アワードを充実するなどインセン

ティブの拡充等により、働く世代の生活習慣改善の取組を効果的に推進します。 

 

② 高齢者のスポーツ参画機会の充実 

○ 市町村や総合型クラブ等が開催する健康づくり教室や研修会において、各専門家やアスレテ

ィックトレーナー等によるスポーツ医・科学の知見を活用した体力測定、健康運動の指導等を

行い、高齢者の健康づくりの取組を支援します。 

○ 公益財団法人いきいき岩手支援財団（いきいき財団）が実施する、全国健康福祉祭（ねんり

んピック）※２への本県選手団の派遣やいわてねんりんピックの開催を支援します。 

取 組 の 方 向 性 

主 な 取 組 内 容 
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○ 市町村や関係団体と連携し、高齢者のスポーツに対する意欲を喚起するとともに、ニーズに

応じたスポーツ教室、様々な世代が集うスポーツイベントの開催等を促進することにより、ス

ポーツ・レクリエーションの普及に取り組みます。 

 
 
 
＜用語解説＞ 

※１ 岩手県民長寿社会健康と福祉のまつり（いわてねんりんピック） 

高齢者を中心とする県民の健康の保持増進と生きがいの高揚を図るため、県内在住者を対象とし、活力とうる

おいに満ちた長寿社会の形成に寄与することを目的として岩手県民長寿体育祭と岩手県民長寿文化祭で構成され

る大会。 

※２ 全国健康福祉祭（ねんりんピック） 

スポーツや文化種目の交流大会を始め、健康や福祉に関する多彩なイベントを通じ、高齢者を中心とする国民

の健康保持・増進、社会参加、生きがいの高揚を図り、ふれあいと活力ある長寿社会の形成に寄与することを目的

とした大会。 
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(4)スポーツに関わる多様な人材の確保・育成 

 
 

○ 本県には、2023（令和５）年４月現在、市町村から委嘱を受けた630人余のスポーツ推進委員が

おり、スポーツ推進のための事業実施に係る連絡調整や住民に対するスポーツの実技の指導等を

行っています。また、これまでに創設された57の総合型クラブのスタッフや日本スポーツ少年団

のＪＳＰＯ公認有資格指導者3,000人余が、子どもから高齢者まで、それぞれのライフステージに

応じた地域住民のスポーツ活動をサポートしています。 

○ 「日本スポーツマスターズ2022岩手大会」、「いわて八幡平白銀国体」の開催や、「ワールド

ベースボールクラシック」で世界一に輝き、大会ＭＶＰを受賞した本県出身の大谷翔平選手をは

じめ、佐々木朗希選手、スキージャンプの小林陵侑選手、スノーボードの岩渕麗楽選手の活躍な

どにより、県民のスポーツに対する関心が高まったこと等から、「県民のスポーツ実施状況に関

する調査」における20歳以上の週１回以上のスポーツ実施率は、高い水準にあります。このよう

な中、住民のスポーツに対するニーズも、性別や年齢、地域によっても異なるなど、多様化する

傾向にあることから、こうしたニーズに対応し地域のスポーツを支える人材の育成が求められて

います。 

○ 2016（平成28）年に本県で開催した「希望郷いわて国体・いわて大会」では、県内の大学生、

専門学校生等多数のボランティアが活躍しました。このレガシーが継承され、ラグビーワールド

カップ2019岩手・釜石開催及び日本スポーツマスターズ2022岩手大会等では、多くのボランティ

アが大会運営に協力するなど、スポーツを「ささえる」人材が育ってきています。 

○ 本県では、いわてスポーツコミッション※１を始めとした地域コミッションや市町村のスポーツ

大会等の誘致活動により、今後も大規模な大会の開催が見込まれていることから、これまで養成

したスポーツボランティアを活用する必要があります。また、2022（令和４）年度の公益財団法

人笹川スポーツ財団「スポーツライフ・データ2022」の調査では、スポーツボランティアの実施

率が低い（4.2％）という結果が出ており、引き続き、スポーツボランティアに活動の場を提供す

るなどの支援も必要です。 

○ スポーツを通じた地域活性化等の取組を一層効果的に推進するため、官民一体によるスポーツ

推進体制「いわてスポーツプラットフォーム」※２を設置しており、その意見等を聴きながら、県

体協やスポ振事業団、市町村体協等のスポーツ団体や、企業、競技団体等と連携した取組を推進

する必要があります。 

○ スポーツ基本法では、スポーツ団体の努力として、「スポーツの振興のための事業を適正に行

うため、その運営の透明性の確保を図るとともに、その事業活動に関し自らが遵守すべき基準を

作成するよう努める」こととされています。 

  本県では、県体協をはじめとして、スポ振事業団、市町村体協、競技団体、スポーツ少年団、

総合型クラブ等が、地域のスポーツ活動を支えています。これらのスポーツ団体には、関係法規

を遵守した健全な組織運営を図るためのガバナンスの強化やコンプライアンスの徹底が求められ

ています。 

○ 岩手県文化スポーツ表彰において、長年にわたって本県スポーツの普及・奨励に尽力したスポ

ーツ指導者や競技者、スポーツ団体を顕彰しています。 

  一方、本県では、アスリートの県内定着を積極的に進めてきたことから、アスリートを雇用し、

競技活動を支える企業等が増えてきたことを受け、スポーツ活動の推進に貢献している企業等を

顕彰しています。 

 

現 状 と 課 題 
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○ 子どもから高齢者まで、県民が身近な地域で、それぞれの志向・レベルに合わせて、様々なス

ポーツに取り組めるよう、スポーツ推進委員や総合型クラブのスタッフ等、地域のスポーツ活動

を支える多様な人材の育成に取り組みます。 

○ スポーツボランティアへの参加を促進し、活動の場を提供するために、広域スポーツセンター

や関係機関・団体と連携し、大会情報などを発信していきます。 

○ 県体協やスポ振事業団、市町村体協等のスポーツ団体や、企業、競技団体等の官民一体による

スポーツ推進体制「いわてスポーツプラットフォーム」の意見等を聴きながら、関係者と連携し

ながら、地域活性化等に向けて取り組みます。 

○ スポーツ団体における不祥事等の問題発生を未然に防ぐため、関係機関や県体協等の関係団体

と連携し、スポーツ・インテグリティ（誠実性・健全性・高潔性）※３を高めるとともに、スポー

ツ団体の組織運営の透明化を促進します。 

○ 本県のスポーツ振興に寄与した県民、団体の顕彰を実施します。 

 

 

 

 

① 地域スポーツを支える人材の育成 

○ 市町村域において、スポーツ教室や大会等、様々な事業の企画・運営等を担うスポーツ推進

委員の資質向上を図るため、市町村や岩手県スポーツ推進委員協議会と連携し、研修会・研究

大会の充実と、その参加率の向上に取り組みます。 

○ 広域スポーツセンターや市町村と連携し、クラブ育成アドバイザーによる総合型クラブの定

期的な巡回を通じた運営指導・助言や、クラブマネジャーを対象とした研修会の実施等により、

ＰＤＣＡサイクルによる運営改善等を図ることのできる人材育成に取り組みます。 

○ 県体協やスポ振事業団、大学等と連携し、講習会の開催等により、地域で生涯スポーツの推

進や高齢者の健康づくり等に取り組む人材の育成を図ります。 

 

② スポーツボランティアの養成の促進 

  ○ トップ・プロスポーツチームをはじめとした関係団体等と連携した研修会の開催等により、

スポーツボランティアの養成を図ります。 

○ 岩手県広域スポーツセンターや市町村、総合型クラブ、専門学校等と連携し、各種研修会等

で養成したスポーツボランティアの登録を進め、登録者への大会情報やスポーツボランティア

情報を発信するなど、引き続きスポーツボランティア活動を推進します。 

 

③ スポーツ団体の組織・連携体制の強化 

  ○ 「いわてスポーツプラットフォーム」の意見等を踏まえ、県体協、スポ振事業団等と連携し

ながら本県のスポーツ振興の取組を推進します。 

○ 公益財団法人や公益社団法人等の認定を受けているスポーツ団体については、公益社団法人

及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成18年法律第49号）の基準に基づき、定期立入検

査、定期提出書類の確認等の指導監督を通じて、コンプライアンスの徹底及び透明性の高い組

織運営が図られるよう、そのガバナンスの強化について指導に努めます。 

 

取 組 の 方 向 性 

主 な 取 組 内 容 
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○ ＮＰＯ法人や任意団体など公益法人以外のスポーツ団体（競技団体、総合型クラブ等）につ

いては、県体協及び広域スポーツセンターと連携し、事務局長会議等でコンプライアンスの徹

底を図るとともに、優良事例の紹介等を行うことにより関係法規や倫理規定等を遵守した透明

性の高い健全な組織運営を促進します。 

 

④ スポーツ功労者の表彰の実施 

  ○ 岩手県文化スポーツ表彰により、スポーツの普及・奨励に尽力し、スポーツの振興に寄与し

た指導者や団体など、スポーツ関係者を幅広く顕彰します。 

○ アスリートを採用し、競技活動をはじめ地域のスポーツ活動を支えるなど、アスリートの県

内定着に向けて取り組んだ企業等を対象とした顕彰を行い、企業等のスポーツ活動の拡大を図

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜用語解説＞ 

※１ スポーツコミッション 

   スポーツ資源と観光資源を生かし、スポーツ大会やスポーツ関連イベント等の誘致、スポーツツーリズムの推

進等を官民の関係機関・団体が一体となって取り組み、交流人口の拡大等による地域活性化を図る組織。 

※２ いわてスポーツプラットフォーム 

   スポーツの力による健康社会の実現と人的・経済的交流を推進し、魅力あるスポーツのまちづくりや、県民が

日常的にスポーツに親しみ、楽しみ、潤う豊かな社会の実現を目指すことを目的とする官民一体によるスポーツ

の推進体制。 

※３ スポーツ・インテグリティ（sports integrity） 

「インテグリティ」とは、高潔さ・品位・完全な状態を意味する言葉。スポーツにおける「インテグリティ」

とは、「スポーツが様々な脅威により欠けるところなく、価値ある高潔な状態」を指し、八百長・違法賭博、ガバ

ナンス欠如、暴力、ドーピング等の様々な脅威から、Sport Integrity（スポーツにおける誠実性・健全性・高潔

性）を守る取組。 

 

 

 

 

 

 

いわて国体・いわて大会を契機に、スポーツを「支

える」人材が育ってきており、ラグビーワールドカッ

プ 2019 岩手・釜石開催でも大会ボランティアのほ

かに、独自ボランティア 414 グループ 28,829 人が

大会を盛り上げました。 

また、その後、県内で開催された日本スポーツマス

ターズ 2022 岩手大会・いわて八幡平白銀国体の大規

模大会においても、延べ 400 人近いボランティアが

大会を支えてくれました。 

スポーツボランティア 

コラム 

№● 

〈ラグビーワールドカップ 2019 岩手・釜石〉 

〈いわて八幡平白銀国体〉 
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(5)スポーツを楽しむ環境の整備 

 

 

○ 国においては、公共施設等の老朽化対策が大きな課題となっており、「経済財政運営と改革

の基本方針～脱デフレ・経済再生～」（2013（平成25）年６月14日閣議決定）において、「イ

ンフラの老朽化が急速に進展する中、『新しく造ること』から『賢く使うこと』への重点化が

課題である」とされ、「日本再興戦略-JAPAN is BACK-」（2013（平成25）年６月14日閣議決定）

に基づき、2013（平成25）年11月に「インフラ長寿命化基本計画」を策定しました。 

厳しい財政状況が続く中で、今後、人口減少等により公共施設等の利用需要の変化が予想さ

れることを踏まえ、早急に公共施設等の全体状況を把握し、計画的な更新や長寿命化、施設配

置の最適化により、財政負担の軽減・平準化を図るなど長期的な視点に立った公共施設マネジ

メントの取組を推進することが必要です。  

○ 本県においては、国が策定した「インフラ長寿命化基本計画」に基づく行動計画として、2016

（平成28）年３月に「岩手県公共施設等総合管理計画」を策定し、県文化スポーツ部が所管す

る公共施設に係る具体の対応方針を定める計画として、2021（令和３）年２月に「岩手県文化

スポーツ部所管公共施設個別施設計画」を策定しました。 

なお、2022（令和４）年７月の「岩手県公共施設等総合管理計画」の改訂により、県全体で

公共施設に係るコスト縮減・財政負担の平準化を図るとともに、学校施設を除く庁舎や県民利

用施設などの公共施設の延床面積の見直しを進めることとしていることから、県営スポーツ施

設についても、個別施設計画に基づき、同様の取組を進めています。 

 ○ 野球場については、個別施設計画に基づき、県営野球場と盛岡市営野球場の代替となる新た

な野球場を盛岡市と共同で整備することにより、県・盛岡市双方の野球場の老朽化による諸課

題の解決が可能であること、さらに、それぞれが単独で整備するよりも高規格な施設整備が可

能となることなどから、県営野球場と盛岡市営野球場を集約化することとし、民間活力の導入

（PFI方式）により、いわて盛岡ボールパークを整備し、2023（令和５）年４月に供用開始しま

した。 

○ いわて盛岡ボールパークを除く、県営運動公園、県営体育館等８つの県営スポーツ施設は、

その多くが1970（昭和45）年に開催された岩手国体での使用を目的に整備されたことから、経

年とともに施設・設備の老朽化が進行していますが、本県では、個別施設計画等に基づき、利

用者の安全確保を最優先とした維持管理を行っています。 

また、2022（令和４）年度における県営スポーツ施設の開場（開館）日に対する利用日数の

状況を示した利用率は、県営運動公園で84.4％、県営体育館で98.2％等と、トップアスリート

をはじめ、スポーツ愛好者や地域住民などに広く利用されています。 

このようなことから、県営スポーツ施設については、利用調整会議の開催等により適切に利

用調整を行うほか、利用状況を考慮した施設の重要度や維持管理のコスト、市町村施設との役

割分担を踏まえながら適切な維持管理や修繕、更新等を行っていく必要があります。 

○ また、2025（令和７）年度以降の個別施設計画の策定に向け、2023（令和５）年度に東日本

大震災津波の影響で整備を凍結しているスポーツ医・科学センター及び多目的屋内練習施設を

含む県営スポーツ施設の今後のあり方について、有識者から意見をいただきながら、総合的な

検討を行いました。 

○ 一方、県内の公立スポーツ（社会体育）施設は、1,000施設を越えており、各地域のスポーツ

活動の拠点として広く住民に利用されています。その中には、1999（平成11）年のインターハ

イ等を契機に高規格な施設として整備されたものもありますが、県施設と同様に老朽化が進ん

現 状 と 課 題 
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でいるところもあります。さらに、県内には、スポーツ活動を行うことができる豊かな自然環

境も数多くあることから、県全体として、これらのスポーツ資源の一層の活用が求められてい

ます。 

○ 県営スポーツ施設の予約受付については、これまで、指定管理者が独自にシステム構築し対

応してきましたが、利用者がスマートフォンで予約から支払いまで完結できる統一的な予約シ

ステムを整備することにより、利用者の利便性の向上を図り、施設の利用拡大につなげること

が必要です。 

○ 県内における学校体育施設（体育館）の開放は、小中高合わせて350余の学校で実施されてい

ますが、地域住民の身近なスポーツ活動の場として、更なる学校開放の取組が必要です。 

 

 

（図表６）県内の公立スポーツ（社会体育）施設 

  
（単位:施設）

施設区分 施設数 

運動場Ａ  屋外で運動を行うための陸上競技場、球技場（サッカー場など） 

及び運動広場で敷地面積 10,000 ㎡を標準とするもの。 
170 

運動場Ｂ  高齢者向け軽スポーツ（ゲートボール、グラウンド・ゴルフ等） 

が行える多目的運動広場で、面積 1,000 ㎡を標準とするもの。 
66 

コート   屋外のテニスコート、バレーボールコート及びバスケットボー 

ルコート 
86 

野球場 71 

体育館 229 

水泳プール 46 

柔剣道場 36 

弓道場 14 

相撲場 20 

学校体育施設開放施設 (屋外照明のあるもの) 126 

学校体育施設開放施設 (クラブハウス) 19 

体力つくりコース （歩走路と簡易運動場を組み合わせた野外での身体活動の場） 27 

スキー場 16 

スケート場 6 

馬術場 1 

サイクリングコース 9 

漕艇場又はヨット場 7 

キャンプ場 66 

ハイキングコース 87 

射撃場 3 

合 計 1,105 

 

 

 

 

出典｜岩手県|公立スポーツ(社会体育）施設現況調査|2022 年度 
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○ 県営スポーツ施設については、岩手県公共施設等総合管理計画に基づく個別施設計画により、

長寿命化等の計画の着実な推進を図るとともに、県民ニーズ、市町村施設との役割分担、厳し

い財政状況を踏まえ、県として必要な整備を検討します。 

 ○ 地域のスポーツ活動の環境については、市町村等と連携し、市町村が有するスポーツ施設の

有効活用を促進するとともに、自然環境を生かした新たなスポーツ資源の利用促進等に取り組

みます。 

○ スポーツ施設の利用促進を図るため、県が統一的な県営スポーツ施設の予約システムを整

備・導入するとともに、市町村とも連携し、同一システムを利用する参加施設を拡大すること

により、更なる利用者の利便性向上と施設の利用拡大を図ります。 

○ 市町村、学校等と連携し、更なる学校体育施設の開放に取り組みます。 

 

 

 

 

① 県有スポーツ施設のストックの適正化 

○ 多くの県民に利用されている県営スポーツ施設について、個別施設計画に基づき、計画的

な維持管理や修繕、更新等を行い、利用者が安心してスポーツを楽しむ環境の整備を進めま

す。 

○ スポーツ医・科学センター及び多目的屋内練習施設を含む県営スポーツ施設の今後のあり

方に関する検討結果を踏まえて、2025（令和７）年度以降の個別施設計画を策定し、情勢の

変化に合わせた施設保有の最適化と県営スポーツ施設の計画的な維持管理・長寿命化を推進

することとします。 

 

② 地域スポーツ資源の有効活用・利用促進 

  ○ 市町村のスポーツ施設をはじめとしたスポーツ資源について、いわてスポーツコミッショ

ンのＷｅｂサイト等で情報発信することにより、その利用促進を図ります。 

○ スポーツツーリズム※1を拡充するため、本県の豊かな自然や地域の特徴を生かしたスポー

ツアクティビティについて、市町村と連携しながらいわてスポーツコミッションのＷｅｂサ

イト等により普及を進め、有効活用・利用促進に取り組みます。 

○ 県営スポーツ施設におけるＷｉＦｉ環境の整備等により、ＩｏＴ・ＡＩ等の最先端技術の

活用等によるスポーツ振興を図ります。 

○ 2023（令和５）年度に岩手県文化・スポーツ施設予約システムを導入・稼働したことから、

予約システムの周知を図り、その利用促進を図ります。また、県内市町村に当該システムの

導入を呼びかけ、利用可能な施設数の拡大に取り組みます。 

○ 学校体育施設の開放により、スポーツ少年団や総合型クラブ等、地域住民の利用を更に推

進します。 

 

 

 

 

 

取 組 の 方 向 性 

主 な 取 組 内 容 
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＜用語解説＞ 

※１ スポーツツーリズム 

スポーツを目的とした旅行そのものに加え、多目的な旅行者に対する旅行先の地域でも主体的にスポーツに

親しむことのできる環境を整備し、国際競技大会の招致・開催、合宿誘致等を包含した、複合的でこれまでに

ない「豊かな旅行スタイルの創造」を目指すもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 1970（昭和 45）年に盛岡市三ツ割に整備した県営野球場は、プロ野球公式戦や高校野

球岩手大会の決勝戦等が開催され、長年、野球関係者や県民に親しまれていた球場でした。

しかし、スタンドの劣化や夜間照明灯の照度の低下など、老朽化が著しく進んでおり、早急

に対策を講じる必要がありました。 

 一方、盛岡市においても、盛岡市営野球場の老朽化及び人口減少の中での公共施設の保有

最適化という共通の課題を抱えていたことから、県と盛岡市は、スポーツ施設としては全国

初となる県と市の共同により、新しい野球場の整備を行うこととしました。 

 新しい野球場は、盛岡南公園内に「いわて盛岡ボールパーク」として、2023（令和５）

年４月１日に開業しました。プロ野球公式戦などが開催できる高規格な野球場としての機能

のみならず、多目的に利用できる屋内練習場やキッズスタジアム、ランニングコース等を一

体的に整備したほか、いわて盛岡の野球の歴史や本県ゆかりの選手のユニフォーム等を展示

するコーナーを設置しています。 

 本施設は、通常行政が整備する場合と比較して、費用節減効果や財政負担の平準化、民間 

ノウハウの活用などのメリットから、PFI 方式を採用

し、設計、施工及び 15 年間の運営・維持管理を一体

として、県から管理の事務委託を受けた盛岡市が受注

業者と事業契約しており、当該事業者が指定管理者と

して運営を行っています。 

 今後も、「いわて盛岡ボールパーク」が、スポーツ

に親しみながらあらゆる人が集まる交流拠点となる

よう、盛岡市と連携しながら、スポーツによる交流人

口の拡大を図っていきます。 

 

いわて盛岡ボールパークの整備 

コラム 

№● 

 

＜いわて盛岡ボールパーク＞ 
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２ 共生社会型スポーツの推進  

 

【基本的な方向】 
スポーツの推進により障がい者・高齢者等の配慮が必要な人々の社会参加が進み、障がいのあ

る人もない人も、性別や年齢に関わらず、身近な地域で共に楽しむインクルーシブスポーツの創
出等により、スポーツへの参画機会が拡大するとともに、スポーツにおいて女性が活躍し、県民
の誰もが互いを理解・尊重しながら生きる社会の実現を目指します。 

 

指 標 
現状値 

2 0 2 2 （ Ｒ ４ ） 
年度目標値 計画目標値 

2 0 2 8 （ Ｒ 1 0 ） 2 0 2 4 （ Ｒ ６ ） 2 0 2 5 （ Ｒ ７ ） 2 0 2 6 （ Ｒ ８ ） 2 0 2 7 （ Ｒ ９ ） 

障がい者スポーツの教室・大会の
参加人数 [累計] 9,259 人 14,290 人 16,920 人 19,610 人 22,360 人 25,170 人

【目標値の考え方】 
 
障がい者が身近な地域でスポーツに親しむ環境を整えるため、障がい者のスポーツ教室や大会に障が

いの有無にかかわらず、多くの県民が参加することを目指し、障がい者スポーツの教室・大会に参加す
る障がいのある人もない人も含めた人数（役員、ボランティア等を含む。）を指標として設定します。   

2021（令和３）年度の増加実績値 2,450 人を基準に、単年度増加幅を毎年 60 人とし、2019（令和元）
年度から 2028（令和 10）年度までの累計数 25,170 人の参加を目指します。 
 

 

(1)障がい者スポーツ等の推進 

 
 

○ 国の2021（令和３）年度の「地域における障害者スポーツ普及促進事業（障害者のスポーツ参

加促進に関する調査研究）」報告書によれば、2021（令和３）年度の障がい者の週１回のスポー

ツ実施率は、20歳以上が31.0％となっています。国においては、「第３期スポーツ基本計画」に

おいて、2026（令和８）年までに週１回以上のスポーツ実施率を40％程度とすることを目標とし

ています。 

○ 特別支援学校では、体育の授業等により運動やスポーツに取り組んでいますが、学習指導要領

(小学部・中学部：2017（平成29）年４月告示、高等部：2019（平成31）年２月告示)において、

生涯にわたって心身の健康を保持増進し、豊かなスポーツライフを実現・継続するための資質や

能力の育成が求められていることから、今後は更に、運動の楽しさを味わうことや体力の向上等

が図られるよう、取組を進めていく必要があります。 

○ 本県では、障がい者が自らの障がいの種類や程度に応じて、様々なスポーツに気軽に取り組む

ことができるよう、一般社団法人岩手県障がい者スポーツ協会（県障スポ協会）や関係機関・団

体等と連携し、ボッチャ、グラウンド・ゴルフ等15のスポーツ教室や、フライングディスク・卓

球バレーの大会、岩手県障がい者スポーツ大会（県スポ大会）等を開催しています。また、県障

スポ協会においても、卓球バレー交流大会をはじめ各種スポーツイベント等を独自で開催してい

ます。 

○ このように障がい者を対象とした様々なスポーツイベント等は実施されているものの、新型コ

ロナウイルス感染症の感染拡大により、各種大会等の中止・規模の縮小により参加者が減少して

いることから、参加者の増加に向けた取組が必要です。 

○ 東京パラリンピックの開催による「インクルーシブ（共生社会型）スポーツ」への関心の高ま

りを受け、障がいのある人もない人も、身近な地域でスポーツを共に楽しむ機会の創出が必要で

現 状 と 課 題 
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す。 

○ 県民一人ひとりが年齢や身体能力、障がいの有無に関わらずスポーツに取り組めるよう「超人

スポーツ※１」の創出、普及に取り組みました。今後は、超人スポーツのほかインクルーシブスポ

ーツ等、多様なスポーツへの参画機会を広げていくことが必要です。 

 

  （図表７）障がい者スポーツの教室・大会の参加人数 

    

 

 

○ 公益財団法人日本パラスポーツ協会公認パラスポーツ指導員※２（公認パラスポーツ指導員）は、

全国に26,500人余、本県においては、260人余が登録されていますが、新型コロナウイルス感染症

の感染拡大の影響で、既存登録者の登録未更新や、指導員養成講習会への参加者の減少など、公

認パラスポーツ指導員の増加に繋がっておらず、スポーツの喜びや楽しさを伝えるため、更なる

指導員の確保のほか養成・資質の向上が求められています。 

 

  （図表８）公認パラスポーツ指導員登録者数 

    

（単位：人）

2022年度

初級パラスポーツ指導員 179

中級パラスポーツ指導員 79

上級パラスポーツ指導員 7

合　計 265
 

     

 

   

○ 障がい者スポーツ団体が県域・市町村で各１団体設立されているところですが、障がい者スポ

ーツの一層の推進を図るためには、新たな支援組織団体の設立など、地域における体制整備の促

進が必要です。 

○ 県内には、公立スポーツ（社会体育）施設は1,000施設以上あり、障がい者が身近な地域でスポ

ーツを楽しむために、施設のバリアフリー※３化・ユニバーサルデザイン※４化が求められていま

すが、特にバリアフリー整備が必要な特定公共的施設※５の新築時における整備基準の適合率は、

2022（令和４）年度、65.9％となっており、必ずしも充分ではありません。 

  また、2022（令和４）年度の希望郷いわてモニター調査によると、公共的施設などにバリア（障

壁）を感じる割合は「よくある」「たまにある」が約75.2％、「スポーツ施設」についてバリア

出典｜（公財）日本パラスポーツ協会｜ 

各都道府県・指定都市別・ブロック別公認指導者登録者数｜2022 年度 

出典｜岩手県｜スポーツ振興課調査｜2019 年度～2022 年度 
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を感じる割合は約31.1％となっていることから、引き続きユニバーサルデザイン化に向けて取組

を進めていくことが必要です。 

 

 

 

 

○ 障がい者が、身近な地域で自らの興味・関心、適性等に応じて日常的にスポーツを楽しむこと

ができるよう、市町村や関係団体等との更なる連携により、障がい者のスポーツ参画機会の充実

を図ります。 

○ 障がいのある児童生徒がスポーツの楽しさを実感し、特別支援学校等に在学中に運動習慣の定

着化が図られるよう、特別支援学校等における運動・スポーツ教育を推進します。 

○ 県民の障がい者スポーツに対する理解が深まるよう、障がいのある人もない人も共にスポーツ

を楽しみ、交流を図る機会を拡充します。 

○ 年齢や身体能力、障がいの有無等に関わらず、県民一人ひとりがスポーツに取り組めるよう、

多様なスポーツへの参画機会の拡大に向けた取組を推進します。 

○ 障がい者が身近な地域でスポーツを楽しむことができるよう、市町村や関係機関・団体と連携

し、公認パラスポーツ指導者の養成・確保を促進します。 

○ 地域において障がい者のスポーツ活動を推進するため、市町村や関係団体と連携し、地域にお

ける支援体制の整備に向けた取組を支援します。 

○ 障がい者が身近な地域でスポーツを楽しむ環境づくりを推進するため、市町村や関係機関等と

連携し、公立スポーツ（社会体育）施設のバリアフリー化やユニバーサルデザイン化、スポーツ

資源としての特別支援学校の活用等障がい者が利用しやすい環境の整備に向けた取組を促進しま

す。 

 

 

 

 

① 障がい者のスポーツやその他のスポーツの参画機会の充実 

○ 市町村や県障スポ協会、競技団体、関係機関・団体等と連携し、障がい者の興味・関心、適

性等に応じ、県スポ大会、各種スポーツ教室等を開催するとともに、全国障害者スポーツ大会
※６（全スポ大会）に選手を派遣するなど、障がい者のスポーツ参画や健康の保持、体力増進、

社会参加の促進に取り組みます。 

  ○ 小中高等学校、特別支援学校等における運動・スポーツを推進し、学校卒業後も運動やスポ

ーツに親しむことができるよう、教員の資質向上、体育の授業改善等を図り、障がいのある児

童生徒の運動習慣の定着化に取り組みます。 

○ 障がい者スポーツの理解・参加促進に向け、障がいのある人もない人も共に参加するインク

ルーシブスポーツの機会創出の取組や、スポーツイベント、スポーツ体験会、レクリエーショ

ン活動等を拡充するとともに、県民体育大会等の各種大会において、障がいのある人の競技へ

の参加や、障がい者スポーツの観戦機会の拡大等に取り組みます。 

○ 県民一人ひとりがスポーツに楽しむ機会を拡充するため、スポーツをめぐる新しい動向等を

踏まえながら、多様なスポーツ（超人スポーツ、e スポーツ※７等）への参画の可能性を研究し

ていきます。 

 

 

 

取 組 の 方 向 性 

主 な 取 組 内 容 
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② 障がい者がスポーツを楽しむ環境の整備 

  ○ 市町村の職員やスポーツ推進委員、総合型クラブのスタッフ、医療・福祉関係者等を対象と

した公認パラスポーツ指導員の養成研修を実施するなど、地域で障がい者スポーツを支える人

材の養成・確保に取り組みます。 

○ 障がい者スポーツ団体の組織体制や事業執行に対する指導・助言等を通じ、円滑な運営の支

援に取り組むとともに、市町村や県障スポ協会等の関係団体と連携し、地域における支援体制

の整備に向けた取組に対して、必要な情報提供や助言等の支援を行います。 

○ 市町村や関係機関等と連携し、スポーツ施設のバリアフリー化・ユニバーサルデザイン化に

向け、県ホームページ等での広報活動やセミナー開催等により、ユニバーサルデザインの考え

方の普及や意識啓発、関連する基準や先進事例の情報提供に取り組むとともに、民間スポーツ

施設のバリアフリー改修等を進めるため、県の融資制度である「ひとにやさしいまちづくり推

進資金」貸付制度の利用促進などにより、障がい者が利用しやすい環境の整備の促進を図りま

す。 

また、民間事業者の助成金を活用した障がい者スポーツ用具の配備等により、障がい者のス

ポーツ施設の利用を促進します。 

○  障がい者が身近な地域でスポーツに親しむ環境として、特別支援学校の役割は大きいことか

ら、特別支援学校の体育施設開放を推進し、在校生・卒業生・地域住民がスポーツに親しむよ

う取り組みます。 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岩手県障がい者スポーツ大会は、障がい者が自らの可能 

性を見出すとともに、県民の障がい及び障がい者に対する 

理解を促進し、自立と社会参加を推進するため、毎年６月 

 に開催している県内最大のスポーツ大会です。 

  2004（平成 16）年の第６回大会から、障がい者との 

交流を通じ、福祉への理解促進を図る取組として、一般の 

県民にもココパト(「こころをつなぐパートナー」の略)と 

いうボランティアの参加を呼び掛けています。ボランティ 

アは、競技のサポートだけでなく、選手に声掛けをするな 

ど精神的なサポートも行い、大会の盛り上げに貢献してい 

ます。新型コロナウイルス感染症により、2020 

（令和２）年以降、大会の中止や縮小を余儀なくされたものの、 

2023（令和５）年開催の第25回大会では、約900名の選手と約180名のココパト及

びメイト（医療・福祉系専門学生）約160名が参加するなど、参加者数が戻りつつあ

ります。 

 

      岩手県障がい者スポーツ大会 

コラム 

№7 

 
岩手県障がい者スポーツ 
大会シンボルマーク 
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＜用語解説＞ 

※１ 超人スポーツ 

人間の身体能力を補い・拡張する人間拡張工学に基づき、人の身体能力を超える力を身に付け「人を超える」、

あるいは、年齢や障がいなどの身体差により生じる「人と人のバリアを超える」ような、テクノロジーを自在に乗

りこなし、競い合う「人機一体」の新たなスポーツ。 

※２ 公益財団法人日本パラスポーツ協会公認パラスポーツ指導員 

（公財）日本パラスポーツ協会が公認する資格で、障がい者がスポーツを楽しむことができるように指導する

者。知識や経験によって、初級、中級、上級の３段階がある。 

※３ バリアフリー 

障がい者や高齢者が生活していく際の障害を取り除き、誰もが暮らしやすい社会環境を整備するという考え方。 

※４ ユニバーサルデザイン 

年齢や性別、能力などに関わらず、できる限り、全ての人が利用できるように製品、建物、空間をデザインし

ようとする考え方。 

※５ 特定公共的施設 

ひとにやさしいまちづくり条例に基づく公共的施設のうち、特にバリアフリー整備が必要な体育館、駐車場、

公園等、県の規則で定める施設。 

※６ 全国障害者スポーツ大会 

障がいのある選手が、競技を通じ、スポーツの楽しさを体験するとともに、国民の障がいに対する理解を深め、

障がい者の社会参加の推進に寄与することを目的とした大会。 

※７ e スポーツ 

   エレクトロニック・スポーツ（electronic sports）の略で、広義には、電子機器を用いて行う娯楽、競技、ス

ポーツ全般を指す言葉であり、コンピューターゲーム、ビデオゲームを使った対戦をスポーツ競技として捉える

際の名称。 

 

 

 

 

  県では、ボッチャと卓球バレーを通じて、障がいのある人もない人も、地域でスポーツ

活動に親しみ、インクルーシブ（共生社会型）スポーツを継続して楽しむことができる機

会を充実させるため、インクルーシブスポーツ推進事業を実施しています。 

体験教室や練習会、交流大会を継続的に実施することで、インクルーシブスポーツに取

り組む機会が創出され、参加者のスポーツ実施への関心が高まることが期待されます。 

  また、交流大会を目指した練習に取り組むことで、参加者のモチベーションの向上につ

ながり、大会後も「またやろう」「もっとやりたい」「次はこれをやりたい」といった機運

の醸成も期待されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ボッチャ交流大会（盛岡市）     卓球バレー交流大会（久慈市） 

      インクルーシブスポーツの推進 

コラム 

№8 
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(2)高齢者スポーツの推進 

 
 

○ 2022（令和４）年度のスポーツ庁調査によれば、全国の高齢者の週１日以上のスポーツ実施率

は、60代が59.6％、70代が71.7％となっており、20歳以上の週１回以上のスポーツ実施率の中で

も高くなっています。（Ｐ23より再掲） 

本県においても、県調査による高齢者の週１回以上のスポーツ実施率は、60代が68.1％、70代

が77.7％と、他の年代のスポーツ実施率に比べて高くなっています。（Ｐ23より再掲） 

   

  （図表５）世代別の週１回以上のスポーツ実施率  

    

 

    

○ 本県では、1988（昭和 63）年度から岩手県長寿社会健康と福祉のまつり（いわてねんりんピッ

ク）を開催しており、このうちスポーツ関連イベントである岩手県民長寿体育祭には毎年度約３

千人が参加し、これまで延べ 10 万人を超える高齢者が参加しています。（Ｐ23 より再掲） 

○ 2022（令和４）年度の本県の高齢化率（65 歳以上の高齢者人口が総人口に占める割合）は 34.8％

と全国平均 29.1％を上回るとともに、高齢者単身世帯や高齢夫婦のみ世帯が増加しています。高

齢者が身近な地域でスポーツを通じて健康でいきいきと過ごせるよう、スポーツ・レクリエーシ

ョン等を楽しめる機会の提供が必要です。（Ｐ23 より再掲） 

○ 本県では、県民の栄養摂取状況、歩行数や運動習慣等の実態把握を行うため、保健所を通じて

県民生活習慣実態調査を定期的に実施しています。（Ｐ11 より再掲） 

肥満者（BMI：体重(kg)/身長(m)2 が 25 以上）の割合について、2016（平成 28）年度と 2022（令

和４）年度を比較すると、40 歳から 60 歳代女性では 26.2％から 21.8％と 4.4 ポイント減少して 

おり、目標値（26.0％）に達したものの、20 歳から 60 歳代男性では 40.0％から 36.9％と減少し

現 状 と 課 題 

出典｜岩手県｜県民のスポーツ実施状況に関する調査｜2022 年度 



第３章 ２共生社会型スポーツの推進-(2)高齢者スポーツの推進 

- 38 - 
 

ましたが、目標値（30.0％）に達していない状況です。（Ｐ11 より再掲） 

また、日常生活における歩行数は、2016（平成 28）年度と 2022（令和４）年度を比較すると、

20歳～64歳及び65歳以上の女性は減少、20歳～64歳及び65歳以上の男性は増加していますが、

いずれも各区分の目標値に約 2,000 歩足りない状態です。（Ｐ12 より再掲） 

本県の健康課題である健康寿命の延伸、生活習慣病の予防において、生活習慣の改善も重要な

要因であることから、継続して肥満者減少のための適切な栄養摂取や生活習慣病リスク低減のた

めの歩行を中心とした運動量増加の必要性について普及啓発を図るとともに、県民が健康増進に

取り組みやすい環境の整備が必要です。（Ｐ12 より再掲） 

○ 県内には、公益財団法人健康・体力づくり事業財団（健康・体力づくり事業財団）登録の健康

運動指導士及び、健康運動実践指導者がそれぞれ 130 人余おり、県民の健康づくりのサポートを

担っています。（Ｐ12 より再掲） 

○ 東日本大震災津波により、多くの体育施設が被害を受けるなど、スポーツ活動の場が失われ、

沿岸部の住民は、運動不足による体力低下等、心身の健康問題が懸念されたことから、2013（平

成 25）年度から 2016（平成 28）年度まで、アスレティックトレーナー等が仮設住宅等を訪問し、

スポーツ医・科学の知見を活用して健康運動や体力向上の指導に取り組みました。（Ｐ12 より再

掲） 

2017（平成 29）年度からは、対象を全県に拡大し、県民の健康増進を推進するため、市町村や

学校、企業等と連携し、各専門家やアスレティックトレーナー等によるスポーツ医・科学の知見

を活用した健康運動や体力向上等の指導を行い、県民の健康づくりの取組を支援しています。（Ｐ

12 より再掲） 

今後も、スポーツ医・科学の知見を活用し、安全に運動や日常生活を過ごすための正しい知識

や栄養バランスに配慮した食生活、体力向上等、県民の健康増進の取組に対するサポートが必要

です。（Ｐ12 より再掲） 

○ また、スポーツ医・科学に基づく、県民の健康づくりを推進するため、スポーツデータを活用

した科学的支援ができる拠点づくりの検討を行う必要があります。（Ｐ12 より再掲） 

○ 2020（令和２）年度からは、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止による新しい生活様式

のもと、家庭で取り組める運動プログラムの紹介のため、岩手県公式動画チャンネル（YouTube）

にて「レッツ！ぺっこトレ‼」の動画を配信しています。（Ｐ12 より再掲） 

 

 

 

 

○ 高齢者が身近な地域でそれぞれの健康状態に応じて体を動かし、気軽にスポーツを楽しめるよ

う、市町村や総合型クラブ、関係団体と連携し、高齢者の様々なスポーツ機会の提供に取り組み

ます。（Ｐ23 より再掲） 

○ 高齢者が身近な地域で行われているスポーツ活動に参加することにより、社会とのつながりを

持ち、世代を超えた交流ができるよう、地域におけるスポーツ・レクリエーション活動を促進し

ます。（Ｐ23 より再掲） 

○ 県民の健康増進の推進に関する施策についての基本的な計画である「健康いわて 21 プラン（第

３次）」に基づき、関係機関・団体と連携し、県民の運動等の生活習慣の改善に取り組みます。

（Ｐ23 より再掲） 

○ 地域で県民が安全に運動できるよう指導する健康運動指導士、健康運動実践指導者の育成、資

質向上を図ります。（Ｐ23 より再掲） 

 

取 組 の 方 向 性 
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○ スポーツ医・科学の知見を生かしながら、運動プログラム紹介動画「レッツ！ぺっこトレ‼」や

健康アプリ、ＳＮＳなどを活用して、子どもから高齢者まで幅広い年代の健康づくりと体力の向

上に取り組むとともに、健康増進に果たすスポーツの効果や効用等の積極的な情報発信に取り組

みます。（Ｐ12 より再掲） 

○ スポーツ医・科学の知見に基づく県民の健康増進を効果的に支援するための拠点づくりに取り

組みます。 

 

 

 

 

① 高齢者のスポーツ参画機会の充実（再掲） 

○ 市町村や総合型クラブ等が開催する健康づくり教室や研修会において、各専門家やアスレテ

ィックトレーナー等によるスポーツ医・科学の知見を活用した体力測定、健康運動の指導等を

行い、高齢者の健康づくりの取組を支援します。 

○ 公益財団法人いきいき岩手支援財団（いきいき財団）が実施する、全国健康福祉祭（ねんり

んピック）※２への本県選手団の派遣やいわてねんりんピックの開催を支援します。 

○ 市町村や関係団体と連携し、高齢者のスポーツに対する意欲を喚起するとともに、ニーズに

応じたスポーツ教室、様々な世代が集うスポーツイベントの開催等を促進することにより、ス

ポーツ・レクリエーションの普及に取り組みます。 

 

② スポーツを通じた健康増進（再掲） 

 ○ 県民の運動等の生活習慣の改善のため、各市町村のスポーツ推進委員、学校、企業等と有機

的な連携を進め、運動習慣の定着化に向けた取組を幅広く展開します。 

○ 健康運動指導士や健康運動実践指導者等を対象とした講習会の開催により、地域におけるス

ポーツを通じた健康づくりの指導者の育成、資質向上を図ります。 

○ 市町村や総合型クラブ等の要望に応じ、地域の子どものスポーツ障害の防止や高齢者の健康

増進に向け、各専門家やアスレティックトレーナー等によるスポーツ医・科学の知見を生かし

た体力測定やトレーニング指導・栄養指導等の研修会の実施により、子どもから高齢者まで幅

広い年代の健康づくりと体力向上の取組を支援します。 

○ 多様なスポーツデータを活用し、幅広い年代の健康増進を図るための運動プログラムの提供

に結び付けるための拠点づくりに取り組みます。 

○ 「レッツ！ぺっこトレ‼」や健康管理アプリ、ＳＮＳなどを活用しながら、幅広い年代を対象

とした健康づくりや情報発信等に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主 な 取 組 内 容 
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県では、関係団体と連携して、毎年６月から 12 月にかけて県内の体育施設等を

会場に岩手県民長寿体育祭を開催しています。 

高齢者の健康保持・増進、生きがいの高揚などを図ることを目的に毎年開催され

る全国健康福祉祭（愛称：ねんりんピック）への選考も兼ねて行われるこの体育祭

は、卓球、ソフトボール、テニス、太極拳などの計 13 種目が行われます。 

参加者は全国大会への出場を目指す方、交流を楽しみに参加する方など様々で、

各会場は、スポーツを楽しむ参加者の皆さんのたくさんの笑顔であふれています。 

今後も高齢者のスポーツ大会等の開催を通じ、健康で若者から高齢者まで世代を

超えてともに支えあう社会を実現するため、高齢者スポーツの推進に取り組んでい

きます。 

岩手県⾧寿健康と福祉のまつりで 
行われる岩手県民⾧寿体育祭 

コラム 

№８ 

スポーツ交流大会（ソフトボール大会・ゲートボール大会） 

スポーツ交流大会（弓道大会）    ふれあいスポーツ交流大会（太極拳） 
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(3)スポーツにおける女性の活躍推進 

 
 

○ 2022（令和４）年度のスポーツ庁調査によれば、週１日以上スポーツをする者の割合は、男性

54.4％、女性が50.2％と女性が男性よりも4.2％低く、特に40代女性の低下が目立っています。 

  本県の女性の週１回以上のスポーツ実施率は、20代女性が67.4％（同男性60.1％）、30代女性

65.6％（同男性57.8％）、40代女性64.5％（同男性59.7％）と前計画策定時と比較して上昇傾向

にあるものの、60代以上の年代と比較し働く世代・子育て世代の20代から50代については低い傾

向にあることから、引き続きスポーツ実施率を高めていくことが求められています。 

 

（図表２）世代別・性別の週１回以上のスポーツ実施率 

    

 

 

○ オリンピック競技会における日本選手団に占める女性選手の割合は、2021（令和３）年の第32

回オリンピック競技大会（東京オリンピック）では47.5％、2022（令和４）年の第24回オリンピ

ック冬季競技大会（北京冬季オリンピック）では60.5％となっており、メダル獲得においても女

性選手が男性選手を上回る活躍をみせています。 

本県では、2016（平成28）年に開催された希望郷いわて国体において、皇后杯成績は過去最高

となる第２位となりました。また、ジュニア期からワールドカップ等国内外の大会で活躍してい

る女性トップアスリートも複数おり、今後も女性アスリートの活躍が期待されています。 

○ 国においては、女性アスリートが活躍する一方で、「女性アスリートの三主徴」※１等の健康上

の課題を挙げ、このことはトップアスリートのみならず、 10代の女性アスリートにも多く兆候が

みられると指摘しています。 

本県においても例外ではなく、成長期の女性アスリートはもちろんのこと、女性や保護者、指

導者に対して正しい知識の普及や理解促進を行うなど、女性の健康問題に配慮した対応が求めら

現 状 と 課 題 

出典｜岩手県｜県民のスポーツ実施状況に関する調査｜2022 年度 
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れています。 

○ 公益財団法人日本スポーツ協会（ＪＳＰＯ）の2022（令和４）年度の競技別の指導者資格を有

する公認スポーツ指導者※２の登録状況は、全国219,600人余の登録者のうち、女性の登録者は

47,000人余で全体の21.4％、本県では3,600人余の登録者のうち、女性の登録者は約650人で全体

の18.1％となっています。 

  また、身近な地域でスポーツの指導や助言を行うスポーツ推進委員については、2022（令和４）

年度は、全国では48,700人余の推進委員のうち、女性は14,150人余で全体の約29％、本県では630

人余の推進委員のうち女性は200人余で約31％となっています。 

○ このほか、本県では2022（令和４）年度のＪＳＰＯ公認スポーツドクター※３登録者78人のうち、

女性登録者は２人となっています。スポーツドクターを含むアスリート等の活動を支えるＪＳＰ

Ｏ公認メディカル・コンディショニング資格※４の保有者は134人いますが、そのうち女性が10人

と、いずれも女性の割合は低い状況です。また、「アスレティックトレーナー・いわてアスレテ

ィックトレーナー」は146人の登録者のうち、女性は22人という状況です。 

女性の指導者や多様な有資格者がスポーツ活動に関わることで、女性アスリートが抱える健康

問題のサポートや女性のニーズ・意欲に即したスポーツ機会の提供等、女性特有の視点での対応

が期待されることから、その積極的な活用が求められています。 

○ 本県では、利用時間に配慮している公立スポーツ（社会体育）施設や子育て中の女性に配慮し

たキッズスペースを設置している総合型クラブがありますが、このような対応は一部に限られて

おり、女性のスポーツ実施率を上げる一つの方策として、女性がスポーツをしやすい環境の整備

が求められています。 

 

 

 

 

○ 女性のスポーツ実施率の向上に向け、市町村、総合型クラブ等と連携し、女性のニーズや意欲

に合ったスポーツを楽しむ機会や情報を提供できるよう、その取組を促進します。 

○ 女性アスリート等が健康的に活躍し続けるために、県体協や医療関係団体と連携し、健康問題

に対する正しい知識の普及や理解促進に向けて支援します。 

○ 市町村や医療機関、関係団体等と連携し、県民やアスリートのスポーツ活動を支える女性の指

導者や多様な有資格者等の人材の積極的な活用を促進します。 

○ 市町村や関係団体と連携し、女性が様々な形でスポーツに参画できるよう、仕事や子育て等の

女性のライフスタイルに応じた環境づくりを進めます。 

 

 

 

 

① 女性のスポーツ参画機会の充実 

○ 女性が身近な地域で、年齢、興味・関心に応じて、日常的にスポーツに取り組める機会の充

実に向け、市町村や総合型クラブ等と連携し、働く女性や子育て世代に対応した週休日・夜間

のスポーツ教室の設定、子どもと一緒に参加できるプログラム、女性のニーズに即した健康・

体力増進等の運動プログラムの多様化を促進します 

○ 県体協、一般社団法人岩手県医師会（県医師会）、一般社団法人岩手県歯科医師会（県歯科

医師会）、一般社団法人岩手県薬剤師会（県薬剤師会）等の関係団体と連携し、女性アスリー

トや指導者、保護者等を対象とした研修を実施し、女性アスリート等の健康問題に対する正し

取 組 の 方 向 性 

主 な 取 組 内 容 
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い知識の習得と理解促進の取組を進めます。 

また、スポーツ医・科学的な知見を有する専門家に相談できる機会を提供するなど、幅広く

女性アスリート等の活動を支援します。 

 

② 女性がスポーツを楽しむ環境の整備 

○ 現在活動している女性指導者や今後指導者としての活躍が期待できる成人女性アスリート等

を対象とした研修会を実施し、女性アスリート等の健康問題に対する正しい知識やコーチング

技術の習得等に向け、指導者の育成と資質向上に取り組みます。 

○ アスリートとして活躍した女性等が、将来、指導者やスポーツ団体の役員として活躍できる
環境づくりを進めます。 

○ 市町村と連携し、地域における女性のスポーツに対するニーズ・意欲に即したスポーツ・レ

クリエーションプログラムを提供できる女性のスポーツ推進委員の登用を促進します。 

○ 本県の女性アスリートの活動のサポートを拡充するため、女性の「アスレティックトレーナ

ー・いわてアスレティックトレーナー」を派遣し、女性アスリートのスポーツ医・科学に基づ

く支援を推進します。 

○ 県内外のスポーツ施設における働く女性に対応した利用時間の設定や、子育て中の女性に配

慮したキッズスペースの確保等の優良な取組事例について情報提供を行うなど、市町村や総合

型クラブ等と連携し、女性がスポーツ施設を利用しやすい環境づくりを促進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

アスレティックトレーナー（AT）は競技力向上には欠かせない存在であり、競

技団体から高いニーズがありますが、県内在住の AT が限られていることから、理

学療法士等の国家資格取得者や競技サポート経験者等を対象として、岩手県独自で

「いわてアスレティックトレーナー（IAT）」を養成し、AT と併せて競技団体の強

化練習会や大会等に派遣し、アスリートへの総合的サポートにより競技力向上に貢

献しています。 

また、競技団体から、女性アスリートに対する同性トレーナーのサポート体制 

の充実などのニーズがあり、2023（令 

和 5）年度事業登録ＡＴ・ＩＡＴ88 名 

のうち女性トレーナー12 名を８競技団 

体に配置・派遣しており、女性特有の視 

点による健康問題等へのサポートにより、 

競技団体から「女性アスリートのパフ 

ォーマンス向上につながっている」と好 

評を得ています。 

今後も競技力向上に向けた女性トレー 

ナーの活躍が期待されます。 

 

     女性「アスレティックトレーナー・いわて 

アスレティックトレーナー」の活躍 
コラム 

№６ 
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＜用語解説＞ 

※１ 女性アスリートの三主徴 

女性アスリートの選手生命に大きな影響を及ぼす徴候として、「摂食障害の有無によらないエネルギー不足」「無

月経」「骨粗しょう症」が指摘されている。これらの徴候を放置した場合、疲労骨折等により競技生活の継続が困

難となる恐れもある。 

※２ 公益財団法人日本スポーツ協会公認スポーツ指導者 

（公財）日本スポーツ協会及び加盟団体等が、公認スポーツ指導者制度に基づき資格認定する指導者。 

※３ スポーツドクター 

スポーツの分野に特化した健康管理の専門知識、栄養学や、外傷についての細かな診断、治療、施術等を行う

医師。 

※４ 公益財団法人日本スポーツ協会公認メディカル・コンディショニング資格 

（公財）日本スポーツ協会が認定する、アスレティックトレーナー、スポーツドクター、スポーツデンティス

ト、スポーツ栄養士等、医療や選手のコンディショニングに従事する資格。 
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３ 国際的に活躍する競技スポーツの推進  

 

【基本的な方向】 
優れた運動能力のある選手の発掘・育成により、国民スポーツ大会等の国内大会はもとより、

オリンピック・パラリンピック等の国際大会で活躍するトップアスリートを多数輩出することを
目指します。 

そのために、スポーツ医・科学サポートを通じて、アスリート、パラアスリートの大会・合宿
への参加支援や、中長期的な視点に立った育成に取り組むとともに、最新技術やスポーツ・イン
テグリティに基づく指導者の育成等、サポート体制の充実を図ります。 

トップアスリートの活躍する姿により、県民が喜びと感動を味わうとともに、スポーツに取り
組むきっかけとなり、スポーツのすそ野が拡大していくことを目指します。 

 

指 標 
現状値 

2 0 2 2 （ Ｒ ４ ） 
年度目標値 計画目標値 

2 0 2 8 （ Ｒ 1 0 ） 2 0 2 4 （ Ｒ ６ ） 2 0 2 5 （ Ｒ ７ ） 2 0 2 6 （ Ｒ ８ ） 2 0 2 7 （ Ｒ ９ ） 

①本県関係選手の日本代表選出数 
[累計] 98 人 151 人 179 人 207 人 235 人 263 人 

②全国大会入賞競技団体数 
［累計］ 50 団体 110 団体 140 団体 170 団体 200 団体 230 団体 

【目標値の考え方】 
 
① オリンピック・パラリンピック等の国際大会で活躍する選手の輩出に向けて、本県関係の日本代表

選手数を指標として設定します。 
2024（令和６）年度以降は、28 人（2014（平成 26）年～2021（令和３）年の日本代表選出数の平

均値と同程度）の増加を目標とすることで、５年間累計で 263 人の輩出を目指します。 
② 本県競技力の維持・向上を図るため、国民体育大会をはじめとする全国大会での入賞競技団体数を

目標として設定します。 
2022（令和４年）の国体入賞競技団体数 20 に、国体以外の全国大会で入賞した競技団体 10 を加え、

単年で 30 競技団体の入賞を目指します。 
 

 

(1)アスリートの発掘・育成 

 
 

○ 国においては、2004（平成16）年から、独立行政法人日本スポーツ振興センター（ＪＳＣ）及

び公益財団法人日本オリンピック委員会（ＪＯＣ）と連携し、オリンピック等での活躍を達成目

標とし、国際競技力を向上させるための事業として、タレント発掘・育成事業※１を実施していま

す。この事業は、2023（令和５）年６月現在、全国の41都道府県47地域で取り組まれています。 

本県では、世界で活躍するトップアスリートとなる人材を発掘・育成することを目的に、2007

（平成19）年から県内の小学生を対象とする発掘プログラムと、認定された小学生・中学生にト

レーニングや競技体験を行う育成プログラムからなる「いわてスーパーキッズ」の取組を進めて

います（全国で４番目の開始）。これまでに、「いわてスーパーキッズ」の修了生520人余を送り

出し、国際大会等に延べ57名のトップアスリートを輩出しています。北京冬季オリンピックでは、

スキージャンプ競技において、全国のタレント発掘・育成事業で第１号となる金メダリストを輩

出しました。 

  今後とも、中央競技団体等と連携しながら、「いわてスーパーキッズ」の取組を継続するとと

もに、発掘・育成プログラムの改善に取り組む必要があります。 

現 状 と 課 題 
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○ 2021（令和３）年度にキッズ生全員にタブレット端末を貸与し、2022（令和４）年度から自宅

等の遠隔地でもプログラム受講ができるオンラインプログラムを開始し利便性を図るとともに、

ＡＩパーソナルトレーニング（個々に合ったトレーニングメニューの提供）ソフトを活用して、

個々の身体能力及び自己管理能力の向上につなげています。 

 

（図表９）「いわてスーパーキッズ」修了生数 

（単位：人） 

年度 2018 2019 2020 2021 2022 

男子 17 17 29 30 38 

女子 17 16 31 31 30 

合計 34 33 60 61 68 

※2020 年度修了生からは、カテゴリーが小学生と中学生に分かれたため、 

人数が増えているもの。 

 

（図表 10）「いわてスーパーキッズ」国際大会等出場人数（延べ） 

（単位：人） 

年度 2018 2019 2020 2021 2022 

出場数 5 10 4 7 9 

 

 

○ 一方、近年、県内の中学校・高校に在籍しながら、日本代表としてワールドカップに参戦する

ほか、オリンピックに出場するなど、国際大会で活躍する若手トップアスリートも育ってきてお

り、そうした若手トップアスリートが一人でも多く世界で活躍するためのサポートが必要です。 

○ 日本代表として国際大会で活躍する本県ゆかりの選手については、2018（平成30）年度の30人

から2022（令和４）年度までに98人に増加し、延べ128人となっています。特にパラスポーツでは、

平昌2018パラリンピック冬季競技大会に本県ゆかりの選手が過去最高数出場し、北京2022パラリ

ンピックにも多くの選手が出場したほか、日本最高峰のパラスポーツ大会であるジャパンパラ競

技大会にも多数出場するなどの成果につながっており、今後も更なる選手強化やパラアスリート

の発掘・育成が必要です。 

 

（図表 11）本県関係選手の日本代表選出数    

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

(単位：人）

出典｜岩手県｜スポーツ振興課調査｜2018年度～2022年度

本県関係選手の日本代表選出数
（うちパラアスリート）

30
（3）

32
(4)

13
(0)

22
(5)

31
(2)

 

 

 

 

 

出典｜岩手県｜スポーツ振興課調査|2018 年度～2022 年度 
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（図表 12）全国大会入賞競技団体数 

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

全国大会入賞競技団体数
［累計］

31 30 7 20 30

(単位：団体）

※2020年度、2021年度は国体をはじめとする各種全国大会の中止、延期があった

出典｜岩手県｜スポーツ振興課調査｜2018年度～2022年度  

 

○ 本県では、2020（令和２）年度から、「岩手スポーツアスリート無料職業紹介所」を（公財）

岩手県体育協会に開設し、アスリートの県内就職支援に取り組み、2023（令和５）年までの４年

間で、８人が県内企業等に就職しています。また、このうち４人のトップアスリートが県内企業

等の支援により競技に専念できる環境を得て、世界選手権等各種国際大会に日本代表として出場

しています。今後とも学生・社会人アスリートが、競技を継続できる環境の整備が必要です。 

○ 本県では、2006（平成18）年度から、岩手県スポーツ賞表彰を実施し、国際大会や国体をはじ

めとする全国大会等において優秀な成績を収めたアスリートの功績を顕彰しており、2006（平成

18）年度～2022（令和４）年度までの受賞者は、延べ322個人・団体となっています。 

また、岩手県はばたき賞※２として1985年（昭和60）年度から本県の学校教育の一層の充実に資する

他の模範となる児童生徒等の行為や活動を表彰しています。そのうち、スポーツ競技大会におい

て顕著な成果を挙げた、1985（昭和60）年度～2022（令和４）年度までの受賞者は、延べ421個人・

団体となっています。 

 

 

 

 

 ○ 「いわてスーパーキッズ」を本県のアスリート育成の先導的取組として位置づけ、世界へつな

がる育成システムを構築し、タブレット端末を活用したトレーニング等を継続するとともに、国

際大会で活躍する若手トップアスリートの活動を後押しし、オリンピックメダリストの輩出を目

指します。 

○ 国体に向けた選手強化は、本県のアスリート育成・強化の基盤であり、対象選手はもちろんの

こと、ジュニアを中心とした将来のアスリートの育成・強化にも有効です。今後は国体をはじめ

とする各種全国大会での入賞を目指し、各競技団体等との連携を強化し、アスリートの育成・強

化に取り組みます。 

○ パラアスリートの競技力向上を図ることができるよう、障がいの程度、興味・関心に合った競

技選択の機会を設けるなど、若手アスリートの発掘に取り組みます。 

○ アスリートが競技活動を継続できるよう、企業、関係機関、競技団体等との連携を強化し、就

職支援に取り組むとともに、その活動をサポートする企業等の拡大に取り組みます。 

 

 

 

 

① 次世代アスリートの発掘・育成 

○ 世界で活躍が期待されるトップアスリートを発掘・育成するために、県体協、県内競技団体、

中央競技団体、ＪＳＣ、ＪＯＣ等と連携し、優れた運動能力を有する小学生を「いわてスーパ

取 組 の 方 向 性 

主 な 取 組 内 容 
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ーキッズ」として認定し、県内各地で行う様々な競技の体験やタブレット端末を活用した最新

のトレーニング等を通じて、パフォーマンスの向上を目指します。 

また、個々の才能を発揮できる競技を見極め、県内競技団体の強化練習、中央競技団体のト

ライアウト、「いわてスーパーキッズ発掘・育成事業」などを活用したアスリート育成パスウ

ェイへの取組により、中長期的な視点に立ったジュニア期からの競技力向上を推進します。 

○ 国際大会での入賞実績がある若手トップアスリートがオリンピックでメダルを獲得するため、

県体協や競技団体と連携し、海外遠征やワールドカップ転戦等の世界レベルでの経験を積む機

会や、国内外での競技活動を支援します。 

○ 世界レベルのトップアスリートをジュニア期から育成するため、オリンピアン輩出の実績と

指導システムが構築されている競技団体におけるジュニア選手育成の取組を支援します。 

 

② 国内外で活躍するアスリートの育成  

○ 本県の競技力の維持・向上を図るため、各競技団体の選手やクラブの強化の取組を支援し、

強豪県やトップチームとの対戦、強化練習等の機会を確保するとともに、国内外の大会で活躍

するトップアスリートの遠征や合宿等の競技活動の支援に取り組みます。 

○ 公立高等学校のうち全国高等学校総合体育大会や国体で優秀な成績を収めている学校を岩手

県スポーツ特別強化指定校※３として指定し、本県の競技スポーツにおける高校生の選手強化、

競技力向上を推進します。 

○ パラアスリートの育成のため、県障スポ協会と連携し、パラリンピック等国際大会の正式種

目に取り組む選手や、中央競技団体の強化指定選手、全国大会への出場実績がある選手等をパ

ラスポーツの強化選手として指定し、大会出場や遠征参加等の活動を支援するとともに、形態・

体力測定やスポーツ栄養、スポーツメンタル等のスポーツ医・科学的な研修会等を通じ、有望

選手の発掘・育成に取り組みます。 

 

③ アスリートが競技生活を継続できる環境の整備 

○ アスリートの県内定着を促進するため、学生アスリートや就職を希望するパラアスリートと

県内企業が一堂に会する就職マッチングの機会の提供や、「岩手スポーツアスリート無料職業

紹介所」によるアスリートの県内就職を推進します。 

○ オリンピックやワールドカップ等に日本代表として出場するトップアスリートを多数輩出す

るため、その競技活動をサポートする県内企業を開拓するなど、競技に専念できる環境を整え

ます。 

 

④ スポーツ優秀選手の表彰 

○ 岩手県文化スポーツ表彰により、国際的又は全国的な競技会等において、優秀な成績を挙げ、

スポーツの振興に顕著な功績のあったアスリートやチームを顕彰します。 

○ アスリートの育成に資するため、岩手県スポーツ賞表彰により、国際大会や国体をはじめと

する全国大会等において優秀な成績を挙げ、県民に明るい希望と活力を与えることに顕著な業

績があったアスリートやチームを引き続き顕彰します。 

○ 岩手県はばたき賞により、スポーツ競技大会において顕著な成果を挙げ、本県の学校教育の

一層の充実に資する他の模範となる児童生徒等の行為や活動を表彰します。 
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＜用語解説＞ 

※１ タレント発掘・育成事業 

競技経験に関係なく優れた素質を有するものを識別して育成する事業。 

※２ 岩手県はばたき賞 

本県に所在する国公立及び私立学校に在学する児童生徒等及び児童生徒等で構成する団体を対象として、学校

教育の一層の充実に資する他の模範となる行為や活動を表彰するもの。表彰区分としては、善行表彰、奨励表彰、

努力表彰があり、そのうち、スポーツ競技大会での顕著な成果による表彰は奨励表彰にあたる。スポーツ競技大会

だけではなく、文化芸術活動の大会やコンクールでの顕著な成果、人命救助等や地道な努力により他の模範となる

行為や活動についても表彰している。 

※３ スポーツ特別強化指定校 

本県の競技スポーツにおける高校生の選手強化、競技力向上を図るために指定された公立高校。 

 

 

 

 

「いわてスーパーキッズ」は、「岩手から世界へ」を合言に、スポーツで大きな夢や

目標に一歩を踏み出そうとしている岩手の子どもたちをサポートする事業で、次の３つ

をねらいとして取り組んできています。 

☆ 夏季オリンピック、冬季オリンピックへの出場を目標に、世界で活躍するトップ

アスリートとなる人材を発掘・育成します。 

☆ 世界を目指すことのできる可能性の高いスポーツを見つけていきます。 

☆ スポーツへの挑戦を通して世界に通じる「人間力」を育みます。 

事業内容としては、県内外のトップコーチの指導により、レベルの高いトレーニング

を定期的に行うとともに、過去にオリンピック選手を輩出するなど、岩手から世界を目

指す可能性の高い競技の指導者によるスポーツ体験を実施しています。 

また、将来、世界で活躍するために必要なスポーツ栄養やスポーツ心理学等について

学び、セルフマネジメント能力を身につけ、トップアスリートからスポーツへ取り組む

姿勢や考え方についての講義を通して、世界を目指す意識を高めています。 

修了生の小林陵侑選手（1 期生）は、北京 2022 オリンピックスキージャンプノー

マルヒルで金メダル、ラージヒルで銀メダルを獲得しました。また、中央競技団体のト

ライアウト等、子どもたちの将来の可能性に応じた競技種目の選択に繋げてきたことに

より、国際大会において修了生が目覚ましい活躍を見せています。 

      いわてスーパーキッズ 
コラム 

№７ 

スペシャルスクール 

（知的能力開発プログラム） 

 。 

競技体験トレーニング 

（スキージャンプ競技体験） 
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(2)競技力向上を支える人材の育成 

 
 

○ 国においては、指導現場に立つ全ての指導者が資格を有するよう求めることにより、指導者の

質を保証する取組を推進しており、関係団体と連携して指導者の養成を進めています。 

ＪＳＰＯ公認指導者は、2022（令和４）年10月現在、全国で219,625人、本県においては、3,636

人が登録され、それぞれの資格を生かして選手等の指導にあたっています。この資格は、４年ご

とに登録更新が必要なため、講習会への参加等により、最新の指導技術や戦術の習得等の資質向

上を図ることが求められています。 

○ 公認パラスポーツ指導員は、2023（令和５）年３月現在、全国で26,500人余、本県においては

260人余が登録され、地域でパラスポーツの普及や指導にあたっており、パラアスリートの一層

の競技力向上のため、その養成・資質向上が求められています。（ｐ33、図表８参照） 

○ 希望郷いわて国体に向けた選手強化の一環として、国体種目の競技団体に強化責任者を配置し、

指導体制を強化してきました。今後とも、この指導体制を堅持し、競技力の維持・向上を図るこ

とが求められています。 

○ スポーツ少年団、中学校、高等学校のジュニア期の選手の競技力向上等、底辺の拡大を図るこ

とがトップアスリートを生み出すための土台となっており、この年代の指導者には、選手の将来

を見据え、スポーツ医・科学的な知見に基づいた、安全で効果的なトレーニングの知識と指導技

術の資質向上が求められます。 

○ トップアスリートの育成には、全国トップレベルのキャリアを持つトップコーチの技術指導等

が必要です。本県では、2023（令和５）年度、日本代表チームでの指導経験や代表選手を輩出す

るなどの経験を持つ指導者16名をトップコーチとして認定しており、更なる養成・資質向上を図

る必要があります。 

○ 本県において、2020（令和２）年度に実施した「スポーツデータ活用に関する競技団体調査結

果」によると、回答競技団体の92％がスポーツデータの活用が重要だと回答があったが、実際に

活用していると回答した競技団体は42％に止まっており、競技力向上を図るためには、科学的根

拠に基づいたデジタル技術を駆使したスポーツデータの採取・分析・活用による効率的かつ効果

的な指導の普及・定着が求められています。 

○ アスリートのサポート人材として、アスリートとそのコーチ等に対してスポーツ医・科学の専

門的な見地から助言・指導を行う、ＪＳＰＯ公認のアスレティックトレーナー、スポーツドクタ

ー、スポーツデンティスト※１、スポーツ栄養士※２は、2022（令和４）年10月現在、全国で12,442

人が登録され、本県では134人が登録されています。 

○ アスリートが安心して競技に取り組める環境を整備するために、アンチ・ドーピングに関する

教育・啓発・情報提供を行う、公益財団法人日本アンチ・ドーピング機構（ＪＡＤＡ）公認のス

ポーツファーマシスト※３は、2023（令和５）年４月現在、全国で812,701人が、本県では119人

が登録され、国際大会や国スポ出場に際し、講習の受講が義務付けられている選手団等への情報

提供や啓蒙活動を行っています。 

○ 本県では、希望郷いわて国体を契機として、スポーツ障害・外傷の予防、アスレティックリハ

ビリテーション、体力トレーニング、コンディショニング等、アスリートのサポート活動に当た

る「いわてアスレティックトレーナー」を独自に110人余を養成し、国体をはじめとした様々な

大会に派遣しています。これらのサポートは、競技力の向上に大きな成果を挙げており、今後も

アスリートやパラアスリート、競技団体等のニーズに応えられるよう、更なる活用が求められて

います。 

現 状 と 課 題 
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（図表12）ＪＳＰＯ公認競技別指導者資格登録者数 

                                              （単位：人） 

資格区分 2022 年度 

スポーツ指導者基礎資格 
コーチングアシスタント 389 

小計 389 

競技別指導者資格 

スタートコーチ 

スポーツ少年団 296 

教員免許状所有者 4 

競技別 45 

コーチ 

コーチ１ 1,812 

コーチ２ 185 

コーチ３ 413 

コーチ４ 84 

教師 
教師 15 

上級教師 11 

小計 2,865 

メディカル・コンディショ

ニング資格 

スポーツドクター 78 

スポーツデンティスト 16 

アスレティックトレーナー 35 

スポーツ栄養士 5 

小計 134 

フィットネス資格 

フィットネストレーナー 9 

スポーツプログラマー 47 

ジュニアスポーツ指導員 47 

小計 103 

マネジメント資格 

アシスタントマネジャー 142 

クラブマネジャー 3 

小計 145 

旧資格 
スポーツトレーナー 

１級 0 

２級 0 

小計 0 

 合計      3,636 

 

 

 

 

 

 

 出典｜（公財）日本スポーツ協会｜都道府県別公認スポーツ指導者登録状況｜2022 年度 
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（図表13）アスリートのサポート人材数 

（単位：人） 

資格区分 2022 年度 

ＪＳＰＯ公認 

メディカル・コンディショニング資格 

スポーツドクター 78 

スポーツデンティスト 16 

アスレティックトレーナー 35 

スポーツ栄養士 5 

小計 134 

ＪＳＰＯ公認 

マネジメント資格 

アシスタントマネジャー 142 

クラブマネジャー 3 

小計 145 

ＪＡⅮＡ公認スポーツファーマシスト 119 

いわてアスレティックトレーナー  88 

 合計      486 

出典 | （公財）日本スポーツ協会 | 都道府県別公認スポーツ指導者登録状況 | 2022 年度 

| 岩手県 | スポーツ振興課調査 | 2022 年度 

 

○ パラアスリートに対してスポーツ医・科学の専門的な見地から助言・指導を行う日本パラスポ

ーツ協会公認のパラスポーツ医、パラスポーツトレーナーは、2023（令和５）年３月現在、全国

で840人余が登録され、本県ではパラスポーツ医10人、パラスポーツトレーナー４人が登録されて

いますが、これまでパラスポーツでは、こうしたアプローチの機会が少なったため、競技力向上

に向けたサポート活動の充実が求められています。 

 

 

 

 

○ スポーツ少年団や中学校・高等学校の指導者等、ジュニア選手の育成に携わる指導者の資質向

上に取り組みます。 

○ 国際大会等で活躍するトップアスリートを輩出するため、県内指導者に最新の指導技術や戦術

等を習得する機会を提供し、本県競技力の維持・向上を支える指導者の資質向上に取り組みます。 

○ 県体協、県障スポ協会等と連携し、障がい者を含むアスリートの競技力向上を支える指導者を

養成するとともに、資質向上に取り組みます。 

○ 本県アスリートの競技力向上を目指し、映像データの活用によるコーチングができる指導者の

発掘・養成を図るとともに、効率的かつ効果的な指導の普及（スポーツ指導のデジタル化）に取

り組みます。 

○ 障がい者を含むアスリートのサポート体制の一層の充実を図るため、医療関係団体と連携し、

その競技力向上を支える人材の育成を促進するとともに、「アスレティックトレーナー・いわて

アスレティックトレーナー」の活用の推進に取り組みます。 

 

取 組 の 方 向 性 
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① 指導者の資質向上 

○ 市町村、市町村体協と協力し、スポーツ少年団や中学校・高等学校等のスポーツ指導者に対

して、スポーツ医・科学的な知見を有する講師による研修会を開催し、指導者全体の知識と指

導技術の底上げを図るとともに、全国で活躍する指導者と連携し、県内指導者の資質向上を図

ります。 

○ 日本代表チームの指導経験等のある本県指導者をトップコーチとして認定し、スポーツ医・

科学の専門家やトップコーチが一堂に会する研修会を開催するとともに、中央競技団体が実施

する専門研修への派遣等により、トップコーチの資質向上を図ります。 

○ 県体協と連携して、競技団体におけるＪＳＰＯ公認指導者の資格取得を促進し、有資格者の

増加を図ります。 

○ 日本パラスポーツ協会公認のパラスポーツ指導員の養成研修を実施するとともに、パラアス

リートやその指導者を対象とした実技指導等により、パラスポーツ指導員の資質向上を図りま

す。 

〇 競技団体指導者を対象とした映像データ処理方法や最新のスポーツデータ活用の研修会等の

実施により、映像分析や動作分析の結果を客観的に活用できる指導者の養成を図ります。 

 

② アスリートのサポート人材の育成 

○ 県医師会、県歯科医師会、県薬剤師会等の医療関係団体と連携し、スポーツドクター、スポ

ーツデンティスト、スポーツファーマシスト、スポーツ栄養士等の資格取得を促進するととも

に、有資格者の専門的知見を活用し、障がい者を含むアスリート、競技団体等に対し、障害予

防、アンチ・ドーピング、スポーツ栄養等に係るサポートに取り組みます。 

○ 障がい者を含むアスリート、競技団体等が求めるサポートに応えるため、様々な大会や強化

練習会にＪＳＰＯ公認アスレティックトレーナーや「いわてアスレティックトレーナー」の活

用に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主 な 取 組 内 容 
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＜用語解説＞ 

※１ スポーツデンティスト 

スポーツドクターやコーチ等との緊密な連携のもと、選手の健康管理、スポーツ障害、スポーツ外傷の診断、

予防、研究等にあたる歯科医師。 

※２ スポーツ栄養士 

競技者の栄養・食事に関する自己管理能力を高めるための栄養教育や、食環境の整備等を専門的視点から支援、

サポートを行う栄養士。 

※３ スポーツファーマシスト 

アンチ・ドーピング規則に関する知識を有する薬剤師。 

 

 

 

 

 

 

デジタル機器を使用してコーチングをする指導者の姿が頻繁に見られるようになっ

たり、映像データからスポーツ動作やゲームパフォーマンスを分析する人材が台頭した

りするなど、デジタル機器の技術革新によってスポーツ現場の風景が大きく変容してき

ています。そのため、スポーツ指導者には、デジタル技術やそこから採取されたデータ

を理解・分析して活用する能力が求められるようになってきています。また、そのよう

なサポートを享受したいというアスリートからのニーズも高まっています。 

そこで、令和 4 年度から、県内のスポーツ競技団体に対し、映像分析ソフトウェアシ

ステム導入を支援しています。映像を使ったコーチングの手法や、映像データからスポ

ーツデータを採取・分析するための知識や技術を学ぶセミナーも実施し、指導者の資質

向上を図っています。 

指導者が多様なコーチングスキルを身につけることにより、アスリートの競技理解が

さらに深まり、合理的で効果的なスポーツ実践につながることから、競技力の向上が期

待されます。 

 

 

 

 
スポーツアナリティクスサポート事業 

コラム 

№８ 
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(3)競技力向上を支える環境の整備 

 
 

○ 国においては、国際競技力向上に向け、スポーツ科学・医学・情報の分野から支援を行う拠点

として、国立スポーツ科学センター（ＪＩＳＳ）を2001（平成13）年にオープンし、ＪＯＣや各

競技団体と連携のもと、各専門領域の調査・研究を推進するとともに、その成果を踏まえて競技

者・指導者等への支援を行っています。また、日本代表選手等の国際競技力の総合的な向上を図

るトレーニング施設として、ＪＩＳＳに隣接したナショナルトレーニングセンター（ＮＴＣ）を

2008（平成20）年に開所、2016（平成28）年には、ＪＩＳＳとＮＴＣが持つスポーツ医・科学、

情報等による研究、支援及び高度な科学的トレーニング環境を提供し、国内外のハイパフォーマ

ンススポーツ※１の強化に貢献することを目的としたハイパフォーマンススポーツセンター（ＨＰ

ＳＣ）※2を設立し、国際競技力の向上に取り組んでいます。 

○ 本県では、2013（平成25）年度から、希望郷いわて国体に向けて、県営スケート場内にスポー

ツ医・科学測定のためのスペースを設置し、アスリートの形態・体力測定を実施し、その結果を

評価・分析してトレーニングメニューを提供する医・科学サポートを実施しています。その結果、

希望郷いわて国体での天皇杯順位第２位に貢献するなど、成果を挙げています。アスリートや指

導者からは、ＨＰＳＣで行われている、高精度な運動生理学的測定や映像データ等を用いた評価・

分析、科学的トレーニング、スポーツ栄養、コンディショニング等の専門家によるトータル的な

サポートを身近で受けることができる拠点づくりが求められています。 

○ アスリートのサポート体制は、ＪＳＰＯ公認アスレティックトレーナーと併せて、本県独自に

養成した「いわてアスレティックトレーナー」等を強化練習会や大会等へ派遣するなど、希望郷

いわて国体を契機に充実してきており、今後も女性や若手のトレーナー、身体のケアだけでなく

トレーニング指導もできるトレーナーの更なる活用が求められています。 

○ 県内の大学や医療関係団体等と連携し、アスリートや指導者を対象とした、スポーツ医・科学

の知見に基づいたスポーツ栄養、トレーニング、スポーツメンタル、アンチ・ドーピング等の研

修会を開催することにより、各種大会での好成績につながっています。日本代表としてＮＴＣ・

ＨＰＳＣでのサポートを受けている本県アスリートの中には、県内で同レベルのサポートを期待

する声もあり、関係団体との連携による競技力向上に関わる研修と情報提供の機会の充実が必要

です。 

 ○ 国においては、近年、様々な競技においてドーピング、パワーハラスメント、暴力行為等の問

題事案が発生しており、スポーツ庁長官がスポーツ・インテグリティ（誠実性・健全性・高潔性）

の確保等のメッセージを発するなど、クリーンでフェアなスポーツの推進が求められています。 

  本県では、県体協と連携し、問題事案の防止に向けた競技団体のガバナンス強化に取り組んでい

ますが、各競技団体におけるクリーンでフェアなスポーツの実現に向けた更なる取組が必要です。 

○ 国体種目の 41 競技団体には、選手強化事業の進行管理を担っている強化責任者が配置されてい

ます。強化事業における暴力の防止や選手強化費の効果的かつ効率的な活用等を図るためには、

強化責任者のマネジメント能力の更なる向上が必要です。 

○ 2023（令和５）年度の 53 競技団体における女性の役員登用数は、副会長 16 人、理事（専務）

２人、事務局長８人となっています。また、33 市町村体育・スポーツ協会における女性の役員登

用数は、副会長３人、事務局長４人となっています。 

 

 

 

現 状 と 課 題 
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（図表 14）2022 年度スポーツ医・科学サポート事業の実績 

     

実施内容 2022 年度実績 

アスレティックトレーナー、いわてアスレティック 

トレーナーの大会等への派遣 

（コンディショニング、トレーニング、障害予防等） 

56 人（AT:11 人、IAT:45 人） 

延べ 486 日間活動 

（25 競技団体をサポート） 

選手の携帯・体力測定、トレーニングメニューの提供 

（形態：身長・体重・身体組成等、 

 体力：反応時間・パワー・持久力等） 

延べ 408 人 

（12 競技団体、延べ 22 回実施） 

選手向け研修会 

（スポーツ栄養、メンタル、トレーニング、 

 アンチ・ドーピング等） 

延べ 434 人 

（14 競技団体、延べ 11 回実施） 

指導者向け研修会 

（トレーニング、メンタル、アンチ・ドーピング研修） 

延べ 1,651 人 

（延べ 51 回実施） 

市町村へ講師を派遣 

（スポーツ栄養、メンタル、トレーニング、障害予防等） 

延べ 3,550 円 

（43 団体、延べ 59 回実施） 

被災地の中・高生向け講習会 

（スポーツ栄養、メンタル、トレーニング等） 

延べ 532 人 

（５校、延べ 10 回実施） 

 

 

 

 

 

○ アスリートや競技団体のニーズに応えるため、スポーツ医・科学の知見に基づくアスリートの

育成を効果的に支援するための拠点づくりに取り組みます。 

○ スポーツ医・科学的な知見や資格を有し、アスリートや指導者のサポートに意欲と関心を持つ

専門家の協力を得て、競技の特性に応じたサポート体制の充実を図ります。 

○ 県内の大学や医療関係団体等との連携により、アスリートの競技力向上に不可欠なスポーツ栄

養、トレーニング等のスポーツ医・科学の知識に関する情報提供を行います。 

○ 本県のスポーツ現場における映像データの活用を支援するなど、スポーツ指導のデジタル化を

普及し、競技力の向上を図ります。 

○ クリーンでフェアなスポーツの実現のため、競技団体を管理・統括する理事長や事務局長等の

責任者を中心に、適正かつ健全な組織運営を推進するマネジメント能力の向上を促進します。 

○ 競技団体の強化責任者を対象に、ドーピング、ハラスメント、暴力行為等の未然防止とともに、

選手強化事業の効果的な推進に係るマネジメント能力の向上を促進します。 

○ 女性のスポーツに関する活動環境を改善するため、競技団体等の運営に女性の視点を反映でき

るよう取り組みます。 

 

 

 

 

 

取 組 の 方 向 性 

出典｜岩手県｜スポーツ振興課調査|2022 年度 
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① スポーツ医・科学、情報等を活用した支援 

○ スポーツ医・科学サポートに係る人材や機材を活用し、骨格筋量や体脂肪量等の身体組成等

の基礎体力を測定し、アスリートのトレーニングの効率化を図るとともに、競技に必要な能力

を容易に評価できる評価システムを構築し、効果的なトレーニングに結びつく分析を行うこと

ができる拠点づくりに取り組みます。 

また、県内の大学や医療関係団体と連携し、高度な医療機器等を用いた呼気分析等の生理学

的な測定にも取り組みます。 

○ 本県の競技力向上を支える人材として、「いわてアスレティックトレーナー」を養成したこ

とから、ＪＳＰＯ公認アスレティックトレーナーと併せた活用の推進に取り組むとともに、医

療関係団体や県内大学との連携により、情報分野等のスポーツ医・科学の知見や資格を有する

人材の確保に努め、サポートの幅を広げます。 

○ スポーツ医・科学の知見に基づくトレーニング、スポーツ栄養、アンチ・ドーピング等の研

修会を実施することで、スポーツ少年団、中学生、高校生も含めた幅広い年代のアスリート及

び指導者が、それぞれの年代で獲得すべき理論や仕組みを十分に理解し、納得した上で、トレ

ーニングや日常のケアに取り組むとともに、成長過程に応じた適切な活動の日数と時間の下で、

効果的で効率的な競技力の向上を図ります。 

○ 「ゲーム分析」、「動作解析」等の映像データを共有しながら、科学的に根拠のある効果的

な指導を行い、競技力の向上につなげます 

 

② 競技団体の組織強化 

○ スポーツ・インテグリティ（誠実性・健全性・高潔性）を確保するため、県体協と連携し、

競技団体事務局長会議等を通じて、（公財）日本スポーツ協会等が表明した「スポーツ界にお

ける暴力行為根絶宣言」の実現に向け、スポーツの「場」での、暴力行為、暴言等の防止やア

ンチ・ドーピングの徹底を図るとともに、関係法規や倫理規定等を遵守した健全な組織運営の

取組を促進します。 

○ 県体協と連携し、競技団体の強化責任者を対象とする研修を実施することにより、選手強化

事業におけるハラスメント、暴力等の防止に向けた取組を促進します。また、ＰＤＣＡサイク

ルによる自己点検評価の実施による選手強化費の効果的かつ効率的な活用に向けて支援し、競

技団体が実施する事業の活性化を図ります。 

○ 女性のスポーツに関する活動環境の改善に向け、競技団体や市町村体育・スポーツ協会の女

性役員の登用数の増加を図るなど、女性がスポーツをしやすい組織づくりを促進します。 

 

＜用語解説＞ 

※１ ハイパフォーマンススポーツ 

ＨＰＳＣ定義「世界一を競い合うレベルのアスリートが発揮する卓越したパフォーマンス」 

※２ ハイパフォーマンススポーツセンター（ＨＰＳＣ） 

   独立行政法人日本スポーツセンターが、管理運営している国立スポーツ科学センター（ＪＩＳＳ）、味の素ナ 

  ショナルトレーニングセンター（ＮＴＣ）等をハイパフォーマンスセンター拠点とし、オリンピック競技とパラ

リンピック競技を一体的に捉え、スポーツ医・科学、情報等による研究、支援及び高度な科学的トレーニング環

境を提供し、国内外のハイパフォーマンススポーツ（世界一を競い合うスポーツ）の強化に取り組んでいるもの。

地方公共団体や大学が運営する拠点と連携しネットワークを活用しながら、選手強化への支援も行っている。 

主 な 取 組 内 容 
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メジャーリーグ（MLB）ロサンゼルス・エンゼルス所属の大谷翔平選手（奥州市出身）は、投手

と打者を両立する「二刀流」で活躍しており、メジャー４年目の 2021（令和３）年には、投手として９

勝、打者としては 46 本塁打・100打点・26 盗塁の成績を残し、アメリカン・リーグ最優秀選手（MVP）を受

賞しました。160km を超える速球でメジャーリーグの打者を三振にとり、打っては豪快なホームラ

ンをスタンドに放り込む姿は、岩手の子どもたちに大きな夢を抱かせ、県民に感動と誇りをもたら

しました。2023（令和５）年に開催されたワールド・ベースボール・クラシック（WBC）におい

ても大会最優秀選手（MVP）を受賞する活躍を見せ、千葉ロッテ・マリーンズ所属の佐々木郎希

選手（陸前高田市出身）とともに、３大会ぶりの優勝に貢献しました。 

冬季競技では、スキージャンプの小林陵侑選手（八幡平市出身）が北京2022 オリンピックノーマルヒル

で金メダル、ラージヒルで銀メダル、2023世界選手権プラニツァ大会ラージヒルで銀メダルを獲得しました。小林選

手は、いわてスーパーキッズ発掘・育成事業の第１期生で、全国のタレント発掘・育成事業のオリンピ

ック金メダリスト第１号でもあります。 

東京 2020 オリンピック、北京 2022 オリンピックにはそれぞれ７名、14 名の本県ゆかりの選手

が出場し、小林選手の他にも永井秀昭選手（八幡平市出身）がスキーノルディックコンバインド

団体で銅メダルを獲得するなど県民の期待に大いに応えてくれました。 

女性アスリートの活躍としては、スノーボードの岩渕麗楽選手（一関市出身）が、2022（令和

４）年にワールドカップ・ビッグアで通算８回の目の優勝を飾るとともに、X Games（エックス

ゲームズ）2023 スノーボード・ビッグエアで初優勝を飾るなど国内外にその名を轟かせました。 

本県ゆかりの選手による世界を舞台とする活躍には目を見張るものがあり、今後ともオリンピ

ックをはじめとする各種国際大会での活躍が大いに期待されるところです。 

  

  

 

         世界で活躍する本県ゆかりの選手 

コラム 

№9 
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４ 地域を活性化させるスポーツの推進  

 

【基本的な方向】 
本県の豊かな自然や高規格なスポーツ施設等のスポーツ資源を活用し、国内外からの誘客が図

られ、交流人口が拡大するとともに、県内のトップ・プロスポーツチームと県民との一体感の醸
成を図る等、県内各地にスポーツイベントやスポーツツーリズム等の国内拠点が形成されること
を目指します。 

また、民間企業と大学・研究機関等が連携し、スポーツ関連の製品・技術・サービス等の共同
研究・開発に向けた取組が進むことにより、経済的な交流の拡大を目指します。 

 

指 標 
現状値 

2 0 2 2 （ Ｒ ４ ） 
年度目標値 計画目標値 

2 0 2 8 （ Ｒ 1 0 ） 2 0 2 4 （ Ｒ ６ ） 2 0 2 5 （ Ｒ ７ ） 2 0 2 6 （ Ｒ ８ ） 2027（Ｒ９） 

スポーツ大会・合宿・イベントの
参加者数 [累計] 446 千人 626 千人 754 千人 896 千人 1,052 千人 1,222 千人 

【目標値の考え方】 
スポーツ大会等による交流人口の拡大に向けて、いわてスポーツコミッション構成団体が誘致・実施

するスポーツ大会等の参加者数を指標として設定します。 
2021（令和３）年度の増加実績値 86,000 人を基準に、単年度増加幅を毎年 14,000 人とし、2019（令

和元）年度から 2028（令和 10）年度までの累積数 1,222 千人の参加を目指します。 
 

 

(1)地域の活力につながるスポーツの推進 

 
 

○ 国の「第３期スポーツ基本計画」においては、地方公共団体とスポーツ団体、観光産業等の民

間事業者が一体となった組織である「地域スポーツコミッション」について、数の上では一定水

準に達しているものの、この数年間に創設されたものが多く、零細な組織が多数ある状況である

ことから、今後は地域から期待される役割を果たし、かつ、将来にわたって安定した組織へと発

展させていくため、運営を担う基盤人材の育成・確保が課題とされています。 

  本県においては、2017（平成29）年10月に市町村、スポーツ団体、商工観光団体、トップ・プ

ロスポーツチーム等60団体を構成団体としていわてスポーツコミッションを設立したほか、市町

村域でもスポーツコミッションが４団体設立されています。 

○ また、県では、2022（令和４）年度に、スポーツを通じた地域活性化等の取り組みを一層効果

的に推進するため、官民一体によるスポーツ推進体制「いわてスポーツプラットフォーム」を設

置しており、その意見等を聴きながら、県体協やスポ振事業団、市町村体協等の関係団体等と連

携した取組を推進する必要があります。 

○ 本県には、大規模大会等を契機に整備された高規格なスポーツ施設が多数あり、大会・合宿等

での活用を通じ、県内外からアスリートが集う競技の拠点形成が求められています。また、トレ

イルラン、シーカヤック、ラフティング等、山、川、海、湖の自然を活用したスポーツアクティ

ビティによる誘客の拡大が期待されています。 

○ 県では、本県を本拠地とするトップ・プロスポーツチーム（いわてグルージャ盛岡、岩手ビッ

グブルズ、釜石シーウェイブスＲＦＣ）と連携し、ホームゲームにおいて「黄金の國、いわて。」

を冠した試合を開催し、本県統一イメージの県内定着を図っています。 

  また、各チームはスポーツ教室の開催、県民への観戦機会の提供等を通じて、地域活性化に取

り組んでいます。 

現 状 と 課 題 
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  今後、市町村との連携による取組の拡大等、更なる地域貢献の取組が期待されています。 

○ ラグビーワールドカップ2019岩手・釜石の開催を契機とし、県内市町村や関係団体とともに「ラ

グビー県いわて」のＰＲに取組んで取り組んでいます。 

○ 東京2020大会では、８市町がホストタウン※１、14市町村が復興「ありがとう」ホストタウン、

３市町村が共生ホストタウンに登録となり、相手国との交流や事前キャンプの受入れ支援を行い

ました。 

○ 東京2020大会を契機とした、東京都等と連携した被災地でのスポーツ交流事業を実施していま

す。 

 

 

 

 

○ スポーツツーリズムの拡大を目指し、「いわてスポーツプラットフォーム」での意見等を聴き

ながら、いわてスポーツコミッションを中心とした大会・合宿の誘致等により、人的・経済的交

流の拡大に取り組みます。 

○ 本県の山、川、海、湖等豊かな自然を生かしたトレイルラン、シーカヤック、ラフティング等

のスポーツアクティビティの普及のため、魅力的な地域づくりに取り組みます。 

○ トップ・プロスポーツチームと連携・協働し、本県統一イメージの県内定着に取り組むととも

に、スポーツイベント等の取組を通じ、地域の活性化を図ります。 

○ ラグビーワールドカップ2019岩手・釜石開催や東京2020大会を契機とした「ラグビー県いわて」

やホストタウン等の取組を契機とした交流、東京都と連携した被災地でのスポーツ交流事業等の

取組を通じ、引き続き交流人口の拡大に取り組みます。 

 

 

 

 

① スポーツコミッションやトップ・プロスポーツチームと連携した地域活性化の推進 

○ 国内外からの交流人口を拡大するとともに、より多くの県民がスポーツを観戦し優れたプレ

ーを見て楽しむ機会を増加させるため、いわてスポーツコミッションのＷｅｂサイト、ＳＮＳ

等により、本県のスポーツ資源やスポーツイベント等の情報発信に積極的に取り組みます。 

○ スポーツ大会や合宿の誘致等をマネジメントする人材を育成するなど受入態勢を整えるほか、

首都圏において合宿相談会を実施するなど、県内各地において大会・合宿の誘致を進め、各種

競技の国内拠点を形成します。 

○ スポーツツーリズムを拡充するため、いわてスポーツコミッションのＷｅｂサイト等を活用

し、本県の豊かな自然や地域の特徴を生かしたスポーツアクティビティの普及など、地域活性

化の推進に取り組みます。 

○ 市町村と連携し、トップ・プロスポーツチームによる子どもや高齢者と選手がふれあうスポ

ーツ教室の開催や観戦機会の提供等を通じて、県民のチームへの愛着や地域とチームの一体感

の醸成を図ります。 

  また、ホームゲームにおける冠試合の開催やユニフォームへのロゴ掲出を継続し、本県統一

イメージの県内定着に引き続き取り組むとともに、アウェイゲームにおける県内の観光情報の

発信等により、県内への誘客につなげ、交流人口の拡大に取り組みます。 

 

 

 

取 組 の 方 向 性 

主 な 取 組 内 容 
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② 大規模スポーツ大会を契機とした人的交流の推進  

○ 関係機関・団体等と連携し、ラグビーワールドカップ2019岩手・釜石開催を契機とした交流

人口の拡大、「釜石鵜住居復興スタジアム」の利活用等による地域活性化の取組を促進します。 

○ 釜石市をはじめとする県内市町村と連携した「ラグビー県いわて」の情報発信の取組を推進

します。 

○ 東京2020大会に係るホストタウン等の取組を契機として、継続的な相互交流を促進します。 

○ 東日本大震災以降の東京都と被災地との絆を一層深めるため、東京2020大会を契機として実

施している被災地でのスポーツ交流事業により、本県の魅力や震災伝承の取組の情報を発信し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＜用語解説＞ 

※１ ホストタウン 

東京 2020 大会参加国・地域との相互交流を図るとともに地域の活性化等を推進することを目的とし、住民等と

参加選手や関係者、日本人オリンピアン・パラリンピアンとの交流及びその取組を行う地方公共団体。 

 

 

 

 

【ラグビーワールドカップ 2019 岩手・釜石開催】 

2019(令和元)年の「ラグビーワールドカップ 2019 日本大会」においては、東日本大震

災津波の被災地で唯一の開催都市となった岩手・釜石から、これまでにいただいた復興支援

に対する感謝と力強い復興の姿を世界中に発信することができました。 

また、台風の影響で無念にも試合中止を余儀なくされたナミビア代表とカナダ代表の選手

団による被災地支援活動は、岩手県民・釜石市民を励まし、笑顔と勇気を与え、世界の共感

と感動を呼ぶこととなりました。 

【クライミングワールドカップ 2022】 

 2022(令和４)年の「IFSC クライミングワールドカップ B&L コンバインドいわて盛岡

2022」が、国際大会の開催に対応できる設備を備えた国内でも有数の競技場である岩手県

営運動公園で開催されました。パリ五輪で導入されるボルダリングとリードを組み合わせた

新種目「コンバインド」が世界で初めて実施され、21 の国と地域から約 70 名の選手が参

加し、世界のトップ選手による熱い戦いが繰り広げられました。 

【日本マスターズ 2022 岩手大会・いわて八幡平白銀国体】 

 2022(令和４)年度、県内において「日本スポーツマスターズ 2022 岩手大会」、「いわ

て八幡平白銀国体」が開催されました。 

 2022(令和４)年９月に開催された「日本スポーツマスターズ 2022 岩手大会」は、本

県では初めての開催となり、全国から 6,500 人を超えるシニア世代の選手の皆さんが参加

し、県内 24 会場で 13 の 競技が行われました。 

 また、2016（平成 28）年の希望郷いわて国体以来、７年振りとなる「いわて八幡平

白銀国体」が 2023(令和５)年２月に開催され、選手・監督等約 1,700 人が参加しました。

今後、これまでの大規模大会の開催実績を活かしながら、継続的な大会誘致に取り組んでい

きます。 

 

 

 

 

大規模スポーツイベントの開催 

コラム 

№10 
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(2)経済の活性化につながるスポーツの推進 

 
 

○ スポーツの振興は、健康の増進や体力・運動能力の向上に止まらず、地域コミュニティの形成

や地域の連帯感の向上、観光等による経済効果の創出等、地域活性化の可能性を大きく拡げます。 

  本県における観光目的の入込客数（延べ人数）は、2019（令和元）年の29,213千人・回から2021

（令和３）年には新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響もあり半数程度の15,600千人・回

に落ち込んでいます。 

  また、本県を訪れた外国人観光客も2019（令和元）年の464千人・回から2021（令和３）年は10

千人・回に大幅減少しています。 

大規模スポーツイベントの開催を契機として、国内外からの誘客を図るとともに、来県するア

スリートや大会関係者、観客に対し、食や観光等の消費活動を積極的にしていただくための案内

や情報提供が必要です。 

○ 県では、県内トップ・プロスポーツチームとの連携により、ホームゲームにおいて「黄金の國、

いわて。」を冠した試合を開催しているほか、アウェイゲームを対外的売込み活動の機会として

本県の観光や物産のＰＲ等に取り組んでおり、今後も更なる連携による県産農林水産物をはじめ

とする県産品の売込みや県外からの誘客を図る取組が必要です。 

○ 国においては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を受けたものの、地域経済の活性

化の基盤となるスタジアム・アリーナ施設の整備等、スポーツ市場規模を2015（平成27）年の5.5

兆円から、2020（令和２）年までに10兆円、2025（令和７）年までに15兆円に拡大することを目

指し、スポーツの成長産業化への取組を推進しているところです。 

  本県においても、ラグビーワールドカップ2019岩手・釜石開催やクライミングワールドカップ

2022等の大規模大会の開催を契機に、スポーツ大会をビジネスチャンスと捉えるなど、県内企業

のスポーツビジネスへの関心が高まっています。 

県内のトレッドミル※１、スポーツウェア製造等のスポーツ関連企業と連携して、健康に対する

新たなビジネスモデルの創出や事業者の新たな商品開発等の取組を促進することが必要です。 

○ 県においては、2017（平成29）年10月に市町村、スポーツ団体、商工観光団体、トップ・プロ

スポーツチーム等60団体を構成団体としていわてスポーツコミッションを設立するとともに、

2022（令和４）年度に、スポーツを通じた地域活性化等の取り組みを一層効果的に推進するため、

官民一体によるスポーツ推進体制「いわてスポーツプラットフォーム」を設置し、県体協やスポ

振事業団、市町村体協等のスポーツ団体や、企業、競技団体等と連携した取組を推進しています。 

 

 

 

 

○ 地域経済の活性化を図るため、「いわてスポーツプラットフォーム」での意見等を聴きながら、

いわてスポーツコミッションを中心とした、大規模スポーツイベント等の誘致により、人的・経

済的交流の拡大に取り組みます。 

○ 関係機関・団体と連携し、大規模スポーツイベント等を契機として、県産農林水産物をはじめ

とする県産品の販路の拡大に取り組みます。 

○ トップ・プロスポーツチームと連携し、サポーター、観客等をターゲットとした観光や県産品

の情報発信等に取り組みます。 

○ 県内企業の取組を促進するため、スポーツ市場の拡大の可能性や優れたビジネスモデル等の情

現 状 と 課 題 

取 組 の 方 向 性 
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報提供等を通じ、スポーツビジネスの普及啓発を図ります。 

○ スポーツに取り組む多くの人々の目的やレベル、ニーズに応じた技術、製品の実用化に向け、

県内企業の研究・開発を促進します。 

 

 

 

 

① 大規模スポーツイベント等と連携した市場開拓等への支援 

○ いわてスポーツコミッションのＷebサイトやＳＮＳ等による本県のスポーツ資源や受入態勢

の情報発信により、経済波及効果の高い大規模スポーツイベントの誘致に取り組みます。 

○ 県内で開催される大規模スポーツイベントに来県するアスリートや大会関係者に対し、食や

観光等の情報を事前に提供できるよう取り組みます。 

○ 大規模スポーツイベント等の機会を活用し、関係機関・団体と連携のもと、観光情報の発信

や県産農林水産物をはじめとする県産品のＰＲ、販路拡大に取り組みます。 

 

② トップ・プロスポーツと連携した市場開拓等への支援 

  ○ トップ・プロスポーツチームの公式戦等の機会を活用し、関係機関・団体と連携のもと、県

外からの誘客を図り、県産農林水産物をはじめとする県産品の販路拡大に取り組みます。 

○ トップ・プロスポーツチームの公式戦等の機会を活用し、関係機関・団体と連携のもと、サ

ポーターや観客に向けた観光情報の発信や県産農林水産物をはじめとする県産品のＰＲに取り

組みます。 

 

 ③ スポーツビジネスの創出・拡大 

  ○ 国が実施するスポーツ市場の動向調査等の結果を広く県内で共有することにより、県内のト

ップ・プロスポーツチームをはじめとする各種スポーツ団体、市町村、大学等と市町村や民間

事業者等との連携による新たなスポーツビジネスの創出を促進します。 

○ スポーツに関連した技術や製品の共同研究・開発に向け、「いわてスポーツプラットフォー

ム」の意見等を踏まえ、スポーツ医・科学サポートスタッフや、公益財団法人いわて産業振興

センター、地方独立行政法人岩手県工業技術センター、公益財団法人岩手生物工学研究センタ

ー等を含めた産学官連携による県内企業の取組を促進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主 な 取 組 内 容 
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＜用語解説＞ 

※１ トレッドミル（treadmill） 

屋内でランニングやウォーキングを行うための健康器具。ルームランナー、ランニングマシン、ジョギングマ

シンなどとも呼ばれる。 

 

 

 

 

県内で開催される大規模大会やトップ・プロスポーツチームと連携して、県内外

から参加された選手の皆さんに観光パンフレットの配布や SNS での情報発信を行

ったほか、大会を通じて来県した選手の皆さんに、本県ゆかりの食べ物や、岩手県

産食材を使った料理を提供したり、入賞者等への記念品として南部鉄器製のメダル

や県産リンドウをあしらったビクトリーブーケを授与するなど、今後更にスポーツ

の機会を通じて本県の魅力を発信していきます。 

 

 

                    

      スポーツの機会を通じた県のＰＲ 

コラム 

№11 

いわてスポーツコミッション Web サイト 

検索 いわてスポーツコミッション 

 
いわてスポーツコミッション 

Web サイト QR コード 
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第４章 計画の推進・進行管理  

１ 計画の推進  

○ 本計画の推進にあたっては、県、市町村をはじめとして、県民やスポーツ関係団体等の多様な
主体による一体となった取組が必要です。このため、岩手県スポーツ推進審議会等の場を通じて、
県民の意向を反映するとともに、関係行政機関、スポーツ関係団体等と連携を図りながら、「オ
ール岩手」でスポーツの一体的な推進を図っていきます。 

 
○ 計画の目指す姿である「スポーツの推進による県民誰もが健やかで輝く岩手の創造」のため、

計画の内容を県民、市町村、スポーツ関係団体等に周知し、スポーツの価値を普及・啓発してい
くことが重要です。 

このため、全ての人々が、計画の理念を共有し、内容を理解できるよう、様々な機会を捉えて
周知していきます。また、県公式ホームページやＳＮＳなど様々な媒体を活用して広く発信し、
県民の皆さんへの周知を図ります。 
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２ 計画の進行管理  

○ 計画（施策）を着実に推進するため、あらかじめ、施策の柱ごとに指標を設定し、いわゆる“Ｐ
ＤＣＡサイクル”（計画（Ｐｌａｎ）－実行（Ｄｏ）－評価（Ｃｈｅｃｋ）－改善（Ａｃｔｉｏ
ｎ））を取り入れながら、計画の進行管理を行います。 

 

施策の柱 指標名 
現状値 

2022（Ｒ４） 

年度目標値 計画目標値 

2028（Ｒ10） 2024（Ｒ６）  2025（Ｒ７） 2026（Ｒ８） 2027（Ｒ９） 

ライフス

テージに

応じて楽

しむ生涯

スポーツ

の推進 

週１回以上のスポー

ツ実施率（20歳以上） 

 

64.7％ 

2023（Ｒ５） 

68.2％ 

2024（Ｒ６） 

69.1％ 

2025（Ｒ７） 

70.0％ 

2026（Ｒ８） 

70.9％ 

2027（R９） 

71.8％ 

体力・運動能

力が標準以

上の児童生

徒の割合 

小５ 

男子 
65.0% 70.0% 70.0% 70.0% 70.0% 70.0% 

小５ 

女子 
77.1％ 80.0％ 80.0％ 80.0％ 80.0％ 80.0％ 

中２ 

男子 
73.6％ 75.0％ 75.0％ 75.0％ 75.0％ 75.0％ 

中２ 

女子 
88.4％ 90.0％ 90.0％ 90.0％ 90.0％ 90.0％ 

共生社会

型スポー

ツの推進 

障がい者スポーツの

教室・大会の参加人数 

[累計] 

9,259 人 14,290 人 16,920 人 19,610 人 22,360 人 25,170 人

国際的に

活躍する

競技スポ

ーツの推

進 

①本県関係選手の日

本代表選出数 

[累計] 

98 人 151 人 179 人 207 人 235 人 263 人 

②全国大会入賞競技

団体数 

［累計］ 

50 団体 110 団体 140 団体 170 団体 200 団体 230 団体 

地域を活

性化させ

るスポー

ツの推進 

スポーツ大会・合宿・

イベントの参加者数 

［累計］ 

446 千人 626 千人 754 千人 896 千人 1,052 千人 1,222 千人 

  
 

３ 計画の評価・見直し  

○ 本計画の進捗状況については、県の政策評価の取組と連動して、指標の達成状況、施策の取組
結果など、岩手県スポーツ推進審議会において、毎年度、評価・検証を行うとともに、必要に応
じて施策等の見直しを行うこととします。 

○ 本計画の進捗状況及び評価結果については、県のホームページ等において公表します。 
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資 料 

１ 肥満者の割合 

目標項目 区分
年
度

基準値
年
度

中間
実績値

年
度

速報値
年
度

目標値
（R５）

肥満者の割合

【20歳～60歳代・男性】*1

肥満者の割合

【40歳～60歳代・女性】*1

やせの者の割合

【20歳代・女性】*2

出典｜岩手県｜*1 県民生活習慣実態調査（R４速報値）*2 令和3年度岩手県予防医学協会事業所健診結果

⑤ 26.0

㉔ 18.0 ㉘ 17.5 ③ 15.9 ⑤ 12.0

㉔ 27.2 ㉘ 26.2 ④ 21.8

（単位：％）

適正体重を維持している
者の増加(肥満(ＢＭＩ25
以上)、やせ(ＢＭＩ18未
満)の減少)

㉔ 32.7 ㉘ ↓　40.0 ④ 36.9 ⑤ 30.0

    

 

 

２ 日常生活における歩行数の増加 
 

目標項目 区分
年
度

基準値
年
度

中間
実績値

年
度

速報値
年
度

目標値
（R５）

（単位：歩）

日常生活における歩行数
の増加 20歳～64歳男性 ㉔ 6,951 ㉘ ↓ 6,521 ④ 6,581 ⑤

20歳～64歳女性 ㉔ 6,449 ㉘ 6,502

5,177 ㉘ ↓ 4,566 ④

8,800

④ ↓ 5,874 ⑤ 8,200

⑤ 5,700

出典｜岩手県｜県民生活習慣実態調査（R４速報値）

5,039 ⑤ 7,000

65歳以上女性 ㉔ 3,901 ㉘ 4,351 ④ ↓ 4,130 

65歳以上男性 ㉔

 
 

３ スポーツ少年団数の年次推移 
 （単位：団） 

 2 0 1 5 年 度 2 0 1 6 年 度 2 0 1 7 年 度 2 0 1 8 年 度 2 0 1 9 年 度 2 0 2 0 年 度 2 0 2 1 年 度 2 0 2 2 年 度 

団数 1,144 1,120 1,100 1,089 1,075 1,011 979 926 

    出典｜岩手県｜スポーツ振興課調査｜2015 年度～2022 年度 

 

 
４ 「いわて健康経営宣言事業」登録事業者数 

（単位：事業所）

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

816 1,101 1,361 1,565 1,764

出典｜全国健康保険協会岩手支部｜「いわて健康経営宣言」登録事業所一覧｜2018年度～2022年度

登録事業所数
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５ 岩手県民長寿体育祭参加者数 
（単位：人） 

 2 0 1 8 年 度 2 0 1 9 年 度 2 0 2 0 年 度 2 0 2 1 年 度 2 0 2 2 年 度 

参加者数 3,268 2,725 475 599 1,175 

          出典｜岩手県｜スポーツ振興課調査｜2018 年度～2022 年度 

 

 

６ 市町村別スポーツ推進委員数 

（単位：人） 

圏域 市町村名 委員数 左のうち女性委員数 

県 央 

盛岡市 81 25 

八幡平市 13 4 

滝沢市 10 4 

雫石町 11 3 

葛巻町 12 5 

岩手町 18 3 

紫波町 14 5 

矢巾町 12 5 

県 南 

花巻市 39 14 

北上市 50 18 

遠野市 17 3 

一関市 52 16 

奥州市 47 16 

西和賀町 10 4 

金ケ崎町 12 4 

平泉町 10 2 

沿 岸 

宮古市 18 7 

大船渡市 20 5 

陸前高田市 13 3 

釜石市 15 6 

住田町 10 2 

大槌町 6 3 

山田町 8 7 

岩泉町 12 3 

田野畑村 6 1 

県 北 

久慈市 19 4 

二戸市 13 2 

普代村 8 1 

軽米町 14 4 

野田村 5 2 

九戸村 15 2 

洋野町 16 7 

一戸町 28 11 

合計 634 201 

                     出典｜岩手県｜スポーツ振興課調査｜2023 年度 
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７ 県営スポーツ施設の開場（開館）日に対する利用日数の状況 
（単位：日、％） 

施設名 開場（開館）日 利用日数 利用率 

岩手県営運動公園 2,900 2,447 84,4 

岩手県営体育館 333 327 98.2 

岩手県営野球場 313 310 99.0 

岩手県営スケート場 294 127 43.2 

岩手県勤労身体障がい者体育館 315 315 100.0 

岩手県立御所湖広域公園艇庫 168 167 99.4 

岩手県営スキージャンプ場 164 87 53.0 

岩手県営武道館 310 310 100.0 

岩手県営屋内温水プール 331 331 100.0 

 ※岩手県営運動公園の開場（開館）日：陸上競技場、補助競技場、野球場、第１グラウンド、第２グラウンド、テ

ニスコート、登坂競技場、交通公園、一般利用（あそびの森、団体利用、個人利用）の合計 

出典｜岩手県｜スポーツ振興課調査｜2022 年度  

 

 

８ タレント発掘・育成事業実施都道府県等一覧 
  

№ 都道府県名 № 都道府県名 № 都道府県名 

１ 北海道 17 神奈川県 33 和歌山県 

２ 北海道札幌市 18 神奈川県横須賀市 34 鳥取県 

３ 北海道美深町 19 山梨県 35 岡山県 

４ 北海道上川北郡 20 新潟県長岡市 36 広島県 

５ 青森県 21 長野県 37 広島県福山市 

６ 岩手県 22 富山県 38 山口県 

７ 宮城県 23 石川県 39 香川県 

８ 秋田県 24 福井県 40 愛媛県 

９ 山形県 25 静岡県 41 高知県 

10 福島県 26 静岡県三島市 42 福岡県 

11 茨城県 27 愛知県 43 佐賀県 

12 栃木県 28 三重県 44 長崎県 

13 群馬県 29 岐阜県 45 大分県 

14 埼玉県 30 滋賀県 46 宮崎県 

15 千葉県 31 京都府 47 鹿児島県鹿児島市 

16 東京都 32 兵庫県 

出典｜独立行政法人日本スポーツ振興センター｜ワールドクラス・パスウェイ・ネットワーク会員一覧｜2023 年度 
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９ アスリート県内雇用支援事業で正規職員として就職した選手数    

（単位：人） 

 2 0 2 1 年 度 

採用 

2 0 2 2 年 度 

採用 

2 0 2 3 年 度 

採用 

 

合計 

選手数 ２ ３ ３ ８ 

                    出典｜岩手県｜スポーツ振興課調査｜2021 年度～2023 年度 

 

10 ホストタウン登録状況 
区 分 市町村名 相手国・地域 登録年月 備考 

ホストタウン 

盛岡市 
カナダ 2016年 12月  

マリ共和国 2019 年 8 月  

遠野市 ブラジル連邦共和国 2017年 12月  

八幡平市 ルワンダ共和国 2018年 08月  

紫波町 カナダ 2018年 08月 盛岡市との共同 

宮古市 ナミビア共和国 2019 年 6 月  

西和賀町 
コートジボワール共

和国 
2019 年 8 月  

一戸町 パラグアイ共和国 2019 年 8 月  

岩手町 アイルランド 2019年 12月  

復興「ありがとう」 

ホストタウン 

大船渡市 アメリカ合衆国 2017年 11月  

花巻市 
アメリカ合衆国 

オーストリア共和国 
2017年 11月 

 

陸前高田市 シンガポール共和国 2017年 11月  

釜石市 オーストラリア連邦 2017年 11月  

野田村 台湾 2017年 11月  

宮古市 シンガポール共和国 2018年 01月  

雫石町 ドイツ連邦共和国 2018年 04月  

山田町 オランダ王国 2018年 07月  

久慈市 リトアニア共和国 2019 年 3 月  

大槌町 
台湾 2019 年 7 月  

サウジアラビア王国 2019年 11月  

二戸市 ガボン共和国 2019 年 7 月  
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矢巾町 オーストリア共和国 2020 年 2 月  

北上市 セルビア共和国 2020 年 4 月  

遠野市 ブラジル連邦共和国 2021 年 8 月  

共生社会ホストタウン 

遠野市 ブラジル連邦共和国 2018年 05月  

陸前高田市 シンガポール共和国 2020 年 4 月  

一戸町 パラグアイ共和国 2020年 12月  

出典｜岩手県｜スポーツ振興課調査｜2021 年８月現在 

 

 

11 観光目的の訪日外国人入込数 
（単位：人・回） 

 2017 年 2018 年 2019 年 2020 年 2021 年 

観

光

入

込

客

数 

27,593,859 28,402,625 29,213,467 16,879,246 15,600,557 

訪

日

外

国

人 

入

込

客

数 

260,392 344,140 464,197 98,081 10,854 

出典｜岩手県｜岩手県観光統計｜2017 年度～2021 年度 
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12 計画策定の経過 

時 期 内 容 

2023（令和５）年

６月 21 日 

第 27 回（令和５年度第１回）岩手県スポーツ推進審議会 

 ⑴ 議事 

① 「岩手県スポーツ推進計画」の取組状況について 

  ② 「第２期岩手県スポーツ推進計画」の策定について 

⑵ 報告 

① いわて八幡平白銀国体について 

② 特別国民体育大会冬季大会の岩手県選手団派遣状況及び結果 

    について 

2023（令和５）年

11 月 14 日 

第 28 回（令和５年度第２回）岩手県スポーツ推進審議会 

 ⑴ 議事 

  ①「第２期岩手県スポーツ推進計画」の策定について 

  ②「第２期岩手県スポーツ推進計画」の素案について 

  ③「第２期岩手県スポーツ推進計画」の概要版について 

⑵ 報告 

① 県営スポーツ施設の今後のあり方に関する検討について 

② 特別国民体育大会の岩手県選手団の派遣状況及び結果について 

③ 特別全国障害者スポーツ大会の岩手県選手団の派遣状況及び結果に

ついて 

 パブリック・コメントの実施 

 
岩手県教育委員会協議会における意見聴取 

〇「第２期岩手県スポーツ推進計画」の素案について 

 

令和５年度第２回岩手県総合教育会議 

 〇協議事項 

  ⑴次期岩手県教育振興計画（仮称）について 

  ⑵次期岩手県スポーツ推進計画について 

2024（令和６）年

２月６日 

第 29 回（令和５年度第３回）岩手県スポーツ推進審議会 

 

 

 

 

 

 「第２期岩手県スポーツ推進計画」の基本的方向について（答申） 

 「第２期岩手県スポーツ推進計画」の公表 
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13 岩手県スポーツ推進審議会委員名簿 

 ■ 任期：2022（令和４）年６月23日～2024（令和６）年６月22日 

氏 名 役 職 備 考 

中 嶋   敦 一戸町教育委員会教育長  

小山田 浩 之 岩手県商工会議所連合会理事  

菅   義 行 一般社団法人岩手県医師会常任理事  

◎谷 藤 節 雄 公益財団法人岩手県体育協会副会長兼理事長  

菊 池 幸 子 岩手県スポーツ推進委員協議会会長  

中 村 和 平 岩手県高等学校体育連盟理事長  

小 野 甚 市 岩手県中学校体育連盟理事長  

阿 部 里 美 岩手県小学校体育研究会  

内 城 寛 子 学校法人富士大学経済学部准教授  

田 中 泉 樹 ロンドンオリンピックホッケー競技女子日本代表  

今 野 房 子 障がい者アスリート（大船渡市身体障がい者協会理事）  

綱 嶋 久 子 NPO 法人アウルズ紫波スポーツアカデミー  

木 下   淳 カウンセラー  

  ◎会長 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岩手県文化スポーツ部スポーツ振興課 
 

〒020-8570 盛岡市内丸 10-1 
TEL 019-629-6495 FAX 019-629-6791 
メールアドレス AK0003@pref.iwate.jp 
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